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利用上の留意点 

 

 

１．  このインデックスは、産業・経済関連の雑誌の主要記事を独自の分類により

収録しています。 

 採録雑誌は、おおよそ 2006 年 1 月に発刊されています。  

２．  分類体系は、大・中・小の分類に区分され、大分類と中分類が目次に掲載 

してあります。小分類については、本文の中で適宜表示してあります。  

３．  各記事の分類は、「一記事一分類」を原則としています。  

４．  世界の地域別動向について、日本を含む世界全般にわたる記事は小分類 

「○○一般」に入れ、特定の国またはグループに関するものは同「海外事情」

に入れています。  
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅰ 産 業 篇        

        

 １. 産業一般        

        

 (1) 産業一般        

        
＜特集＞ 日本の「部品力」 －部品の技術力が日    佐藤 正生   エコノミスト 84(4)  2006.1.24  (80～87) 
 本を支える／航空機：ボーイング新型機の３５％        ほか        
 が日の丸パーツ、他           
        
        

 (2) 産業政策        

        
独占禁止法の改正に伴う規則の変更について     小林 利治  経済Ｔｒｅｎｄ  2006.1   (52～53) 
             54(1)     
        
＜特集＞ ２００６年公取行政の課題 －２００６    公正取引委員  公正取引   (663)  2006.1    (4～25) 
 年を迎えて／経済制度の設計と選択／経済取引局    会事務総長         
 の本年の課題、他－         ほか        
        
改正独占禁止法と企業のコンプライアンス（下）     志田 至朗  公正取引   (663)  2006.1   (40～44) 
        
改正独禁法の論点から（上）     白石 忠志  ＮＢＬ    (825)  2006.1.15  (14～21) 
        
改正独占禁止法－－実務家の観点からの考察（１）    川合 弘造   ＮＢＬ    (825)  2006.1.15  (22～26) 
 －独占禁止法改正の概要－         ほか        
        
        

 (3) 産業資源        

        
ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）（Ⅳ－２）    近藤 康之  日本エネルギー学会  2005.12 (1026～1031) 
 －廃棄物産業連関分析とＬＣＡ－     誌     84(12)     
        
最終処分量と再資源化率を考慮した廃棄物処理シス    中田 俊彦   日本エネルギー学会  2006.1   (49～57) 
 テムの経済性評価         ほか  誌      85(1)     
        
＜特集＞ 循環型社会形成のビジネス －低回転社    石渡 正佳   産業立地   45(1)  2006.1.1   (7～36) 
 会と歴史都市への回帰／生ごみバイオガスビジネ        ほか        
 スの展開、他－           
        
        

 (4) 産業公害        

        
事業系ごみ対策と公企業の役割     山谷 修作  公営企業   37(9)  2005.12   (15～22) 
        
低硫黄燃料油に関する規制の動向     海務部  せんきょう  46(9)  2005.12   (22～24) 
        
環境リスク管理と予防原則     中西 準子   ２１世紀フォーラム  2005.12.1  (62～71) 
          ほか         (100)     
        
＜特集＞ 災害時におけるボランティア活動 －災    室崎 益輝   地域政策研究（地方  2005.12.1  (7～74) 
 害ボランティアの現状と課題／地域における自主        ほか  自治研究機構）     
 防災活動、他－            (33)     
        
２００６年環境技術のすべて －エネルギーと環境    田島 敦也   ＪＥＴＩ  53(14)  2005.12.30 臨増  
 ／水処理技術／活性炭／植物系生分解性樹脂／塗        ほか           (1～190) 
 料／光触媒、他－           
        
産廃テクノロジーのデータ・ファイル（４６） －    杉島 和三郎  ＩＮＤＵＳＴ 21(1)  2006.1   (41～45) 
 熱分解改質方式を見る－－ジャパン・リサイクル          
 ㈱を見学して－           
        
産業廃棄物の不法投棄等の状況（平成１６年度）に    環境省  ＩＮＤＵＳＴ 21(1)  2006.1   (68～87) 
 ついて           
        
協働＆広域 エコ・ガバナンスの時代へ（３３）     杉本 裕明  ガバナンス  (57)  2006.1  (105～107) 
 －リサイクル社会に大きな警鐘－－東海地方のフ          
 ェロシルト問題－           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
環境ベンチャー最前線（９）      石渡 正佳  ガバナンス  (57)  2006.1  (108～110) 
 －自立する環境団体－－環境モニターリング－           
        
環境法の新潮流（２４） －刑法の未然防止機能（    森本 陽美  環境管理   42(1)  2006.1   (70～75) 
 ２）－－日本とドイツの刑罰法規－           
        
実践マテリアルフローコスト会計（４） －マテリ    伴 竜二  環境管理   42(1)  2006.1   (76～81) 
 アルフローコスト会計の中小企業での取り組み－          
        
＜特集＞ 廃棄物対策の最新動向 －産業廃棄物の    環境省産業廃  産業と環境  35(1)  2006.1   (51～72) 
 排出及び処理の動向と最近の産業廃棄物行政の動    棄物課 ほか        
 き、他－           
        
改正海洋汚染防止法による廃棄物の海洋投入処分の    環境省環境保  資源環境対策 42(1)  2006.1  (145～150) 
 ための環境影響評価     全対策課        
        
＜特集＞ 環境対応技術の現状と将来 －地球温暖    経済産業省環  自動車技術  60(1)  2006.1   (18～114) 
 化に関する京都議定書の目標達成に向けて、他－    境政策課ほか        
        
民間セクターによる国内版ＣＤＭ事業      向井 征二  電気協会報  (974)  2006.1   (34～37) 
 －名古屋環境取引所の意義と取り組み－           
        
＜特集＞ まるわかり地方環境事務所－－１０月１    編集部  都市と廃棄物 36(1)  2006.1   (21～30) 
 日スタート、環境省地方支分部局 －北海道／東          
 北／関東－           
        
毎時２００ｋｇ未満、火格子面積２ｍ 未満／ユー    編集部  都市と廃棄物 36(1)  2006.1   (31～37) 
 ザーの信頼性を重視した小型ごみ焼却炉の機能評          
 価           
        
政策課題：温暖化対策としての排出量取引制度の導    環境委員会調  立法と調査  2006.1.1 別冊  
 入     査室           (52～56) 
        
迫りくる地球温室効果ガス（ＧＨＧ）排出量削減と    福田 輝夫  ＩＳＯマネジメント  2006.2   (75～77) 
 報告義務（２） －先行するヨーロッパ、動き出           7(2)     
 した日本－           
        
＜特集＞ 環境キーパーソン１００－－２００６環    環境副大臣   環境ビジネス (44)  2006.2    (8～54) 
 境ビジネス大予測 －技術革新の進展が地域の活        ほか        
 性化をもたらす、他           
        
循環型社会の要 全国環境関連事業者ガイド －廃    編集部   環境ビジネス (44)  2006.2   (81～96) 
 棄物処理・リサイクルの現状／日本政府の施策展          
 望、他－           
        
＜特集＞ 脱温暖化へ躍進する「京都メカニズム」    編集部 ほか  地球環境   37(3)  2006.2   (20～37) 
 －－ＣＤＭ（クリーン開発メカニズム）プロジェ          
 クトにブレークの兆           
        
地球環境時代のｉ－ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ戦略（２５    加島 健  地球環境   37(3)  2006.2   (58～61) 
 ） －家庭ごみ削減に「ＥＳＣＯ事業スキーム」          
 の活用を－－「エネ           
        
日独企業の環境配慮型社会への戦略（９・最終回）    Ｋ．Ｈ．フォ  地球環境   37(3)  2006.2   (62～65) 
 －政治による持続可能な発展の主導が難しい理由    イヤヘアト         
 －         ほか        
        
＜特集＞ 未来から読み解く進むべき道 ２０２０    金子 憲治   日経エコロジー  2006.2   (26～45) 
 年の環境ビジョン －総論：未来探しが始まった        ほか         (80)     
 、他－           
        
アスベスト廃棄物の処理は適正に行われているのか    井部 正之  日経エコロジー  2006.2   (92～95) 
 （２） －「適法」な解体工事に疑問の声 あい           (80)     
 まいな規制が問題を           
        
        

 (5) 海外事情        

        
「２００５年中国廃棄物実態調査」の概要報告     吉野 由利子  電機     (689)  2005.12   (39～43) 
        
＜特集＞ アジア循環型社会圏づくりへ－－リサイ    佐藤 朋彦   ＩＮＤＵＳＴ 21(1)  2006.1    (1～29) 
 クルの新たな広がり －安易な再生資源の国際間        ほか        
 取引に警告、他－           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
続・世界的環境問題（６１） －ペルー－     川名 英之  ＩＮＤＵＳＴ 21(1)  2006.1   (49～51) 
        
ドイツ環境リポート：超高齢化社会の到来（上）     松田 雅央  日経研月報  (331)  2006.1   (60～68) 
 －ドイツ高齢者介護事情－           
        
環境ビジネス最前線 －米国：低コストかつ確実に    雪田 大作  ジェトロセンサー  2006.2   (26～27) 
 アスベストを処理 ＡＲＩテクノロジーズ－           56(663)     
        
        
        
        
        
        

 ２. 技術開発        

        

 (1) 技術開発一般        

        
＜特集＞ 技術開発と競争力強化の戦略 －私の研    山田 宰ほか  技術と経済  (467)  2006.1    (3～29) 
 究マネージメント論／ものづくり精神に徹し、「          
 より品、より安く」           
        
        

 (2) 科学技術政策        

        

 (3) 技術開発動向        

        
磁気ディスク、垂直記録時代に突入 －市場全体は    村川 勝彦  日経ナノビジネス  2005.12.26  (2～7) 
 １５％以上の伸び続く 媒体と製膜装置メーカー           (28)     
 も活況－           
        
専門家が選んだ２００５年の重要成果 －感染症対    永田 好生  日経ナノビジネス  2005.12.26 (14～17) 
 策など医療・バイオの成果が多数上位に－            (28)     
        
地域のナノ集積（７・最終回） －福井県－－ナノ    黒川 卓  日経ナノビジネス  2005.12.26 (28～31) 
 テクで伝統産業を高付加価値化－            (28)     
        
再生医療                       ＳＣＩＶＡＸ  日経ナノビジネス  2005.12.26 (34～37) 
 －加速する幹細胞研究、安全対策が今後の課題－    社         (28)     
        
新技術「コグニティブ無線」からみた無線電波の入    総務省電波部  情報通信ジャーナル  2006.1   (12～13) 
 門と今後の改革を考える     電波政策課         24(1)     
        
＜特集＞ 身近な電磁波対策（ガンマ線～マイクロ    清水 英佑   セラミックス 41(1)  2006.1    (2～46) 
 波） －電磁場の生体影響について／電磁波セキ        ほか        
 ュリティと対策、他           
        
気相成長ダイヤモンドの超伝導     高野 義彦   セラミックス 41(1)  2006.1   (47～49) 
          ほか        
        
光触媒技術の新たな展開 －可視光応答化と新エネ    松岡 雅也   ペトロテック 29(1)  2006.1   (34～38) 
 ルギー・環境への貢献を目指して－         ほか        
        
石油産業におけるＬＰ技術と海外の動向     天谷 昌司  ペトロテック 29(1)  2006.1   (60～64) 
        
＜特集＞ ２１世紀をてらす窒化ガリウム －白色    永田 好生   日経ナノビジネス  2006.1.16  (2～15) 
 ＬＥＤが蛍光灯の明るさに／基板ビジネス、競争        ほか         (29)     
 が激化／他－           
        
＜特集＞ アドバンストテクノロジー開発最前線     中野 英之   化学工業   57(2)  2006.2    (1～56) 
 －フォトクロミックアモルファス分子材料の創製        ほか        
 、他－           
        
高効率・高精度ＣＡＤ／ＣＡＥ技術の開発     萩原 一郎   化学工業   57(2)  2006.2   (57～62) 
          ほか        
        
Ｐｈｏｄｏｂａｃｔｅｒ ｓｐｈａｅｒｏｉｄｅｓ    伊東 康平   化学工業   57(2)  2006.2   (63～69) 
 による生分解性ポリマーＰＨＢ高収率生産の研究        ほか        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
＜特集＞ 用途開発進む光触媒 －有害化学物質の    垰田 博史   地球環境   37(3)  2006.2   (95～105) 
 分解・無害化から無農薬栽培など用途開発進む光        ほか        
 触媒、他－           
        
＜特集＞ 利用加速する膜ろ過技術 －膜ろ過技術    竹ヶ原 啓介  地球環境   37(3)  2006.2  (107～120) 
 組み合わせの妙競う統合膜システム（ＩＭＳ）の        ほか        
 時代に、他－           
        
テクノロジーを知る：発光ダイオード（ＬＥＤ）／    馬場 未希   日経エコロジー  2006.2   (51～61) 
 大気浄化植物／オフライン熱供給／超省エネ型油        ほか         (80)     
 圧制御／自動車塗料           
        
ポスト・ゲノム時代に入ったバイオテクノロジー     編集部  食品工業   49(3)  2006.2.15  (22～26) 
 －－世界の食糧問題の解決にも期待           
        
        

 (4) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ３. エネルギー        

        

 (1) エネルギー一般        

        
＜特集＞ 産学官連携の時代 －原子力機構、「産    田島 保英   エネルギー  39(1)  2006.1   (24～37) 
 学連携推進部」を新設／東京電力における産学連        ほか        
 携、他－           
        
＜特集＞ エネルギーアウトルック２００６      編集部  エネルギーフォーラ  2006.1   (26～37) 
 －電力／ガス／石油／原子力／環境／通信－     ム     52(613)     
        
＜特集＞ ポスト石油時代の“分散型エネルギー社    柏木 孝夫   省エネルギー 58(1)  2006.1   (18～45) 
 会” －分散型エネルギーシステムの展望と課題        ほか        
 、他－           
        
緊急提言：“石油ピーク”の意味するところ      石井 吉徳  省エネルギー 58(1)  2006.1   (46～51) 
 －新しい日本の価値観と知恵の創造に向けて－           
        
サステナブル・ライフスタイル（１６）     松村 眞  省エネルギー 58(1)  2006.1   (52～55) 
 －小中学生のスクールライフ－           
        
ビジョンに牽引されたエネルギー需給構想     西尾 茂文  エネルギー総合工学  2006.1.20  (5～16) 
             28(4)     
        
超長期の視点からのエネルギー技術開発戦略       赤井 誠  エネルギー総合工学  2006.1.20  (17～24) 
 －検討の枠組みと途中経過について－            28(4)     
        
＜特集＞ 超長期エネルギー技術ビジョン－－２１    資源エネルギ  エネルギーレビュー  2006.2    (6～27) 
 ００年を見据え、技術の確立を －エネルギー技    ー庁総合政策         26(2)     
 術戦略の策定、他－     課   ほか        
        
        

 (2) 電  力        

        
＜特集＞ 徹底検証！電力「新制度」の課題と展望    菅野 明ほか  エネルギーフォーラ  2006.1   (48～56) 
 －「ＦＣ問題」はＥＳＣＪの議論に期待している    ム     52(613)     
 、他－           
        
        

 (3) ガ  ス        

        
エネルギー・経済展望 －分散型エネルギー時代を    星野 郁夫  エネルギー  39(1)  2006.1   (94～96) 
 拓くとき－－強靱なエネルギー供給システムを目          
 指して－           
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
＜特集＞ 風雲急のＬＰガス改革「ケリをつける時    井上 徹ほか  エネルギーフォーラ  2006.1   (97～112) 
 が来た！」 －販売業界を襲う巨額の設備投資問    ム     52(613)     
 題、他－           
        
実現性高まる大型フローティングＬＮＧ －技術検    宮田 和明   石油・天然ガスレビ  2006.1   (11～26) 
 討と市場の進化で海洋ガス田の商業化に新たな道        ほか  ュー     40(1)     
 －           
        
液化天然ガス（ＬＮＧ）（１） －天然ガス田－     石田 聖  日本エネルギー学会  2006.1   (70～76) 
      誌      85(1)     
        
        

 (4) 石  炭        

        
石炭ガス複合発電（ＩＧＣＣ）実証機の開発状況に    編集部  電気とガス  56(1)  2006.1    (7～7) 
 ついて           
        
＜特集＞ ＢＲＡＩＮ－Ｃプログラム －“石炭利    秋本 明光   日本エネルギー学会  2006.1    (2～41) 
 用基盤技術開発”の概要／微量成分ワーキンググ        ほか  誌      85(1)     
 ループ、他－           
        
        

 (5) 石  油        

        
古典的な石油戦略の復活     本山 美彦  Ｉｎｔ’ｌｅｃｏｗ  2006.1   (13～19) 
      ｋ－国際経済労働研     
      究      61(1)     
        
静かなる石油危機 －その背景と対策－     河原 一夫  エネルギーレビュー  2006.1   (42～45) 
             26(1)     
        
国際石油市場の展望     小山 堅  経済産業ジャーナル  2006.1   (52～55) 
             39(1)     
        
石油開発技術基礎講座（５） －物理検層－－何の    高山 将  ペトロテック 29(1)  2006.1   (72～75) 
 ために、何をどうやって測るのか－           
        
国際石油情勢と日本の戦略     十市 勉  貿易と関税  54(1)  2006.1    (4～22) 
        
次々とＳＳに電子マネー導入 －決済システムの新    浜上 湘路  石油政策   45(1)  2006.1.10  (24～32) 
 しい歴史を開く顧客囲い込みの主役になれるか－          
        
世界ベストテンも視野－－始まった石油業界大再編    岩間 剛一  エコノミスト 84(3)  2006.1.17  (70～73) 
 「和製メジャー」次の主役           
        
        

 (6) 原 子 力        

        
原子力損害賠償制度の現状と課題     下山 俊次   ２１世紀フォーラム  2005.12.1  (72～81) 
          ほか         (100)     
        
＜特集＞ 量子ビームが開く世界－－中性子産業利    永宮 正治   エネルギー  39(1)  2006.1   (42～86) 
 用の展開 －中性子ビームで拓こう！新科学、新        ほか        
 技術／他－           
        
＜特集＞ 新時代の原子力に期待 －原子力平和利    加納 時男   エネルギーレビュー  2006.1    (3～27) 
 用の今後／重要さ増す事業リスク管理／理性的討        ほか         26(1)     
 議による制度進化他           
        
＜特集＞ 今後の原子力安全・保安行政のあり方に    近藤 駿介   経済産業ジャーナル  2006.1   (10～27) 
 ついて－－原子力安全・保安院設置５周年を迎え        ほか         39(1)     
 て           
        
＜特集＞ 今後の原子力の展望 －原子力政策大綱    齋藤 伸三   電気協会報  (974)  2006.1   (14～23) 
 の示すこれからの原子力政策／核燃料サイクルと        ほか        
 プルサーマル、他－           
        
原子力の安全を考える －「情報の非対称性」と「    鈴木 篤之  エネルギー総合工学  2006.1.20  (25～32) 
 コミュニケーション的行為」－            28(4)     
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
原子力は地球環境を救えるか     松井 一秋  エネルギー総合工学  2006.1.20  (42～50) 
             28(4)     
        
世界の原子力開発動向とわが国の将来展望     榎本 聰明  エネルギー総合工学  2006.1.20  (51～63) 
             28(4)     
        
原子力開発半世紀を経て新体制へ     桜井 淳  世界週報   87(3)  2006.1.24  (28～31) 
 －大規模研究機関ＪＡＥＡの使命は－           
        
復活する世界の原爆建設－－日本は次世代型炉で主    宗 敦司  エコノミスト 84(5)  2006.1.31  (70～71) 
 導権を握れるか           
        
        

 (7) 新エネルギー        

        
太陽光発電システムの出荷量動向調査（平成１６年    出口 洋平  電機     (689)  2005.12   (46～48) 
 度）           
        
＜特集＞ 燃料電池の現状と展望 －水素エネルギ    池谷 知彦   エネルギー  39(1)  2006.1  (104～112) 
 ー社会の構築に向けて／家庭用燃料電池コージェ        ほか        
 ネの導入始まる、他           
        
＜特集＞ バイオマスの現状と課題 －バイオマス    農林水産省環  産業と環境  35(1)  2006.1   (25～40) 
 ・ニッポン総合戦略とバイオマスタウン構想の動    境政策課資源        
 向、他－     循環室 ほか        
        
＜特集＞ バイオマスエネルギー最前線 －バイオ    泊 みゆき   資源環境対策 42(1)  2006.1   (59～100) 
 マスエネルギーの推進に向けた課題と展望、他－        ほか        
        
＜特集＞ 小型風力発電機の実力と可能性－－技術    牛山 泉ほか  資源環境対策 42(1)  2006.1  (101～117) 
 開発と用途の最前線 －小型風力発電機の普及の          
 現状と今後の役割他           
        
地域特性を考慮したバイオマスを用いたＤＭＥ・発    浅野 琢ほか  日本エネルギー学会  2006.1   (58～65) 
 電ハイブリッドシステムの設計・評価     誌      85(1)     
        
シリーズ「環境」     峰 如之介  発明    103(1)  2006.1   (26～31) 
 －世界初燃料電池設置戸建住宅－                 
        
実用化近づく携帯機器向け燃料電池           上野 文雄  日経エレクトロニク  2006.1.2 (136～143) 
 －実証実験や信頼性試験も着々と進む－     ス      (916)     
        
２００８年に本格普及を目指す家庭用燃料電池     小池 俊一  日経エレクトロニク  2006.1.16 (127～134) 
      ス      (917)     
        
＜特集＞ ２００６年が元年になるか！？燃料電池    井上 真壮   環境ビジネス (44)  2006.2   (55～69) 
 最新動向－－自動車用・定置用・モバイル用と開        ほか        
 発も着々           
        
        

 (8) 海外事情        

        
ヨーロッパにおけるバイオマスエネルギーガス化発    山崎 由大  日本エネルギー学会  2005.12 (1019～1025) 
 電技術     誌     84(12)     
        
世界の原油処理能力、今後の増強動向を探る －現    戸田 康一  石油政策  44(24)  2005.12.25  (6～14) 
 下の能力不足説、下流純益低迷の長期化が根因－          
        
エネルギー海外情報：独でメルケル大連立政権が発    金木 雄司  エネルギーレビュー  2006.1   (58～59) 
 足 －原子炉の廃止措置策は変わらず／不満噴出           26(1)     
 、信頼欠く妥協の政           
        
海外エネルギー事情（２５） －メキシコ合衆国：    山下 ゆかり  省エネルギー 58(1)  2006.1   (10～11) 
 ＬＮＧ受け入れ基地の稼働を待つラテンアメリカ          
 の資源国－           
        
重要性増す機動的備蓄石油放出 －０５年９月ハリ    須藤 繁  石油・天然ガスレビ  2006.1    (1～9) 
 ケーン被害時放出の評価と展望－     ュー     40(1)     
        
イエメン：「最貧」の中東産油国イエメンで今何が    猪原 渉  石油・天然ガスレビ  2006.1   (72～76) 
 起きているか？     ュー     40(1)     
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
拡がりを見せるドイツ太陽光発電市場     和田 大我  日経研月報  (331)  2006.1   (56～59) 
 －その現状と課題－           
        
産油国の国営石油・ガス会社（１５）      冨田 哲也  ペトロテック 29(1)  2006.1   (48～52) 
 －中国・ＣＮＯＯＣ－           
        
「オイルダラー」の新時代      竹田 正安  石油政策   45(1)  2006.1.10  (14～21) 
 －巨額化する石油収入、産油国も運用に加わる－          
        
世界のエネルギー需給展望（２０３０年）     小沼 芳男  石油政策   45(2)  2006.1.25  (12～21) 
 －石油・天然ガスの主流は続く－           
        
２０年目を迎えるチェルノブイリ事故の真相     重松 逸造  エネルギーレビュー  2006.2   (40～43) 
 －国連フォーラム報告から－            26(2)     
        
エネルギー海外情報：米国、原子力復活に向け飛躍    金木 雄司  エネルギーレビュー  2006.2   (54～55) 
 へ －０５年エネルギー法の成立を機に財政支援           26(2)     
 で新規６基に優遇措           
        
Ｅｎｅｒｇｙ ｓｅｃｕｒｉｔｙ ： Ｎｅｒｖｏｕｓ  Ｅｄｉｔｏｒｓ  ＴＨＥ   2006.1.7  (65～67) 
 ｅｎｅｒｇｙ     ＥＣＯＮＯＭＩＳＴ     
           378(8459)     
        
        
        
        
        
        

 ４. その他鉱業        

        

 (1) その他鉱業一般        

        

 (2) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ５. 農林・水産        

        

 (1) 農林一般        

        
＜特集＞ 日本の森林の有効利用 －日本の森林の    松村 幸彦   日本エネルギー学会  2005.12  (958～996) 
 有効利用－－エネルギー学としてのアプローチ、        ほか  誌     84(12)     
 他－           
        
２００６年度の組合金融の展望     小針 美和   農林金融   59(1)  2006.1   (15～26) 
          ほか        
        
        

 (2) 水産一般        

        

 (3) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ６. 食  品        

        

 (1) 食品一般        
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
＜特集＞ 変化する生鮮流通 －生鮮食品の流通変    福田 晋ほか  公庫月報（農林漁業  2005.12   (2～15) 
 化と求められる産地マーケティング戦略、他－     金融公庫）  53(9)     
        
２００５年酒類・食品産業の総括：将来への足がか    編集部  酒類食品統計月報  2005.12   (2～30) 
 りを着実に構築した２００５年の酒類・食品産業          47(11)     
 －○、×、△で２０           
        
牛乳消費低迷で苦戦した今年の乳業界      木村 透  酒類食品統計月報  2005.12   (33～37) 
 －ブランド牛乳の成長で価格の二極化顕著に－           47(11)     
        
ムクチョコがけん引するチョコレート市場     高瀬 恵一  酒類食品統計月報  2005.12   (38～44) 
 －職域需要狙い高付加価値商品強化－           47(11)     
        
「想定の範囲内」も荷動き低調の凍豆腐     正木 信勝  酒類食品統計月報  2005.12   (45～48) 
 －１万トンの大台維持できるか？－           47(11)     
        
業界再編で今後に注目のウスターソース類      稲垣 秋夫  酒類食品統計月報  2005.12   (49～60) 
 －販売競争激化、高付加価値商品の開発に注力－          47(11)     
        
新規需要層の開拓図る冷凍食品市場     三浦 正幹  酒類食品統計月報  2005.12   (65～71) 
 －５０代夫婦の「食卓」向け商品に注力－           47(11)     
        
独自性打ち出す業務用マーガリン業界     沼崎 修一  酒類食品統計月報  2005.12   (72～76) 
 －健機能性など軸にした付加価値商品が好調－           47(11)     
        
業界動向と格付けの視点：ビール－－多角化戦略を    島田 卓郎   ＪＣＲ格付け (179)  2006.1   (35～38) 
 一層強化         ほか        
        
県内清酒製造業の新たな試み（秋田県）     相沢 陽子  あきた経済  (320)  2006.1   (22～25) 
        
食品産業の展望と課題＜座談会＞     農林水産省総  明日の食品産業  2006.1 合併 (3～32) 
      合食料局審議         (363)     
      官   ほか        
        
＜特集＞ 変革の時代の読み方と食品業界の進路     野島 直人   食品工業   49(1)  2006.1.15  (29～74) 
 －食品産業変革の時代下に見る食品製造業におけ        ほか        
 る需給関係分析、他           
        
世界４０カ国（地域）サプリメント動向調査     編集部  食品工業   49(1)  2006.1.15  (89～94) 
        
先ずは個人衛生（６９）     西田 博  食品工業   49(1)  2006.1.15 (96～102) 
 －食品衛生の延長線上で－           
        
＜特集＞ ブルーベリーの機能性－－最近の研究動    伊藤 三郎   食品工業   49(2)  2006.1.30  (19～55) 
 向 －ブリーベリーの持つ最新の健康機能性、他        ほか        
 －           
        
＜特集＞ 菓子。新たな市場開拓をめざして －「    桜木 紀雄   食品工業   49(3)  2006.2.15  (33～75) 
 お菓子」であることへの原点回帰と「共生」は全        ほか        
 てに通ず、他－           
        
先ずは個人衛生（７０）     西田 博  食品工業   49(3)  2006.2.15 (96～101) 
 －食品衛生の延長線上で－           
        
        

 (2) 海外事情        

        
米国における日本酒の展開 －ニューヨーカーに浸    石原 早紀子  日経研月報  (331)  2006.1   (42～49) 
 透しつつある“ＰＲＥＭＩＵＭ ＳＡＫＥ”－           
        
        
        
        
        
        

 ７. 繊  維        

        

 (1) 繊維一般        

        

 (2) 衣料一般        
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 (3) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ８. 紙・パルプ        

        

 (1) 紙・パルプ一般        

        
２００５年の回顧と展望 －２００５年の日本経済    編集部  紙・パルプ  56(1)  2006.1    (3～37) 
 の概況／紙・板紙／原材料／技術環境問題／企業          
 経営／国際交流、他           
        
        

 (2) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ９. 化  学        

        

 (1) 化学一般        

        
わが国化学産業、新成長への政策課題     経済産業省化  化学経済   53(1)  2006.1    (2～9) 
      学課        
        
ニューマテリアル時代を迎える総合化学業界の課題    西村 修一  化学経済   53(1)  2006.1   (32～43) 
 と展望           
        
＜特集＞ 新成長への活力 －わが国化学と化学産    御園生 誠   化学経済   53(1)  2006.1   (56～95) 
 業、新時代に向けた技術戦略／他－         ほか        
        
循環型社会と化学技術の役割      日吉 和彦  化学経済   53(1)  2006.1  (106～110) 
 －ＳＴ／ＧＳＣ 世界の取り組み－           
        
        

 (2) 石油化学        

        
エチレンセンターの上期業績、増収益を達成     編集部  化学経済   53(1)  2006.1   (44～45) 
        
        

 (3) その他化学        

        
新薬の開発とジェネリック     新薬の開発と  発明    103(1)  2006.1    (8～17) 
      ジェネリック        
      取材班 ほか        
        
        

 (4) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 10. 窯業・土石        

        

 (1) 窯業・土石一般        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (2) セメント・ガラス        

        

 (3) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 11. 鉄  鋼        

        

 (1) 鉄鋼一般        

        
鉄の技術史（４） －八幡製鐵所ベッセマー転炉鋼    西尾 一政   金属     76(1)  2006.1   (75～79) 
 製レールの製造法と材質－         ほか        
        
        

 (2) 特 殊 鋼        

        

 (3) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 12. 非鉄金属        

        

 (1) 非鉄金属一般        

        
平成１７年 日本鉱業協会十大ニュース     日本鉱業協会  鉱山    58(11)  2005.12    (1～6) 
        
非鉄大手８社中間連結決算概況     日本鉱業協会  鉱山    58(11)  2005.12   (7～21) 
      総務部        
        
        

 (2) 銅・アルミニウム        

        
最近の技術動向     技術部  電線時報   58(7)  2005.12.15  (2～17) 
        
電線製造業の経営指標     黒田 優  電線時報   58(7)  2005.12.15 (18～24) 
        
        

 (3) その他非鉄        

        

 (4) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 13. 機  械        

        

 (1) 機械一般        

        

 (2) 電気・電子機器        

        
家電製品の最近の動向－－空気清浄機（３）     河野 公博  電機     (689)  2005.12   (63～65) 
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
業界動向と格付けの視点：電機－－事業の絞り込み    島田 卓郎   ＪＣＲ格付け (179)  2006.1   (39～42) 
 や財務体質の強化が課題         ほか        
        
＜特集＞ 勝ち組に見るデバイス戦略の王道 －１    朝倉 博史   ＮＩＫＫＥＩ ＭＩ  2006.1   (25～75) 
 ケタ成長時代の勝ちパターン 売り手優位で乗り        ほか  ＣＲＯＤＥＶＩＣＥ     
 切る、他－     Ｓ      (247)     
        
ＩｎｔｅｌのＮＡＮＤ型フラッシュ参入の深層 「    大下 淳一  ＮＩＫＫＥＩ ＭＩ  2006.1   (91～93) 
 ｉＰｏｄ」はコア事業強化の“隠れみの”     ＣＲＯＤＥＶＩＣＥ     
      Ｓ      (247)     
        
＜特集＞ ファイバーオプティクスＥＸＰＯ２００    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2006.1   (34～91) 
 ６ －ＦＯＥ２００６の概要とポイント／出展企    トコム）   (202)     
 業・製品の見どころ           
        
アンケート調査２００６ －光通信関連市場の現状    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2006.1   (94～99) 
 と今後－－「成長を確保し、市場拡大への期待ふ    トコム）   (202)     
 くらむ」－           
        
光関連製品統計 －光ファイバ２００５年１０月／    編集部  ＯＰＴＣＯＭ（オプ  2006.1  (133～135) 
 光コネクタ２００５年１０月／光測定器２００５    トコム）   (202)     
 年１０月／その他搬           
        
変換期を迎えたディスプレイ関連産業     濱本 賢一  知的資産創造 14(1)  2006.1   (72～79) 
        
電機産業の現状と動向     藤本 弘次  電機     (690)  2006.1   (13～23) 
        
家電製品の最近の動向－－空気清浄機（４）     浜口 清人  電機     (690)  2006.1   (49～51) 
        
平成１７年の会員企業各社の製品・技術開発とその    編集部  電機     (690)  2006.1   (56～75) 
 成果（１）           
        
＜特集＞ 実装技術の重要開発テーマを展望する     春日 壽夫   電子材料   45(1)  2006.1   (17～80) 
 －Ｊｉｓｓｏ（実装）技術の現状と将来展望、他        ほか        
 －           
        
「２００５年度版日本実装技術ロードマップ」に見    松井 淳  電子材料   45(1)  2006.1  (145～149) 
 るわが国Ｊｉｓｓｏ技術の将来（３） －電子部          
 品－           
        
＜特集＞ 研究開発 物理に還る －基礎研究への    浅川 直輝   日経エレクトロニク  2006.1.2  (65～104) 
 回帰／左手系メタマテリアル／スピン注入磁化反        ほか  ス      (916)     
 転／強相関係材料他           
        
迷わない材料選び：吸音材 －手軽に静音化を実現    大槻 智洋  日経エレクトロニク  2006.1.2 (124～128) 
 ハロゲン・フリー品も続々－     ス      (916)     
        
地上デジタル放送、「コピー・ワンス」をめぐる攻    竹居 智久  日経エレクトロニク  2006.1.16  (43～47) 
 防 －機器メーカーは出力保護付きコピー・フリ    ス      (917)     
 ーを提案－           
        
＜特集＞ 半導体 世界再編              大石 基之   日経エレクトロニク  2006.1.16  (75～95) 
 －問題の本質／復活の処方箋／技術者座談会－         ほか  ス      (917)     
        
デジタル家電バブルの崩壊で総合電機は体制解体へ    若林 秀樹  日経エレクトロニク  2006.1.16 (105～114) 
 －６つの問題を解決せよ－     ス      (917)     
        
迷わない部品選び：電源系小型インダクタ －携帯    宇野 麻由子  日経エレクトロニク  2006.1.16 (116～120) 
 機器に向けて高さ１ｍｍ未満の品種が続々－     ス      (917)     
        
Ｃｅｌｌの真価を引き出すソフトウエア実行環境を    前田 誠司   日経エレクトロニク  2006.1.16 別冊  
 開発 －複数コアに割り当てるスレッドをリアル        ほか  ス        (23～34) 
 タイムに管理－           
        
事例を通して分かったＣ言語設計の勘所     若林 一敏  日経エレクトロニク  2006.1.16 別冊  
      ス        (35～39) 
        
２０１０年の半導体技術を占う －実現手法の多様    大久保 聡  日経エレクトロニク  2006.1.16 別冊  
 化で、すべてのメーカーに勝機－     ス        (47～53) 
        
        

 (3) 一般機械        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
＜特集＞ 日本産業機械工業会が実施した研究事業    谷川 昇ほか  産業機械   (663)  2005.12   (10～50) 
 の概要 －都市再生のための廃棄物循環・水循環          
 構想の推進、他－           
        
産業スコープ：建設機械－－北米市場とマイニング    鈴木 俊行  レーティング情報  2006.1   (36～43) 
 関連が業績を牽引 運転資金の増大に応じた財務           9(1)     
 耐久力の強化が重要           
        
        

 (4) 輸送機械        

        
＜特集＞ 自動車産業における労働安全衛生の取り    酒井 一博   自動車工業 39(12)  2005.12   (2～20) 
 組み －エルゴノミクス（人間工学）から見た産        ほか        
 業安全保健、他－           
        
２００５年９月期造船決算 －低船価受注、資機材    編集部  海運     (940)  2006.1   (61～62) 
 アップで業績低迷、通期も悪化続く見通し－           
        
ＩＭＤＳ、欧州ＥＶＡ規制対応を支援     平良 有香   化学経済   53(1)  2006.1  (100～105) 
          ほか        
        
＜特集＞ １０００万人の材料科学－－自動車編（    甲斐 康朗   金属     76(1)  2006.1   (80～87) 
 １５） －自動車用窓ガラス－         ほか        
        
＜特集＞ ２００６年を展望する －２００６年の    石田 和彦   自動車工業  40(1)  2006.1   (12～31) 
 世界経済展望／２００６年世界の自動車産業と市        ほか        
 場の展望、他－           
        
平成１８年の自動車国内需要見通しと課題／平成１    （社）日本自  自動車部品  52(1)  2006.1    (6～32) 
 ６年度自動車部品出荷動向調査概要／平成１７年    動車工業会         
 度海外事業概要調査         ほか        
        
自動車部品業界を取り巻く環境変化と今後の方向     平井 昌夫  信金中金月報 5(1)  2006.1   (83～100) 
 －下請分業構造の変容と自動車部品業界への影響          
 －           
        
わが国自動車部品製造業の現状と今後の方向性     鋸屋 弘  中小公庫マンスリー  2006.1   (18～25) 
             53(1)     
        
最近の自動車の排気浄化と燃費改善に関する技術開    大聖 泰弘  ペトロテック 29(1)  2006.1   (20～26) 
 発動向           
        
造船大手６社、０５年度決算は４社が船舶部門で赤    編集部  Ｍａｒｉｎｅ 38(1)  2006.1.10  (59～64) 
 字見通し －鋼材価格高騰が直撃、コスト削減徹          
 底し「利益源」へ－           
        
クルマの電子化が止まらない     狩集 浩志  日経エレクトロニク  2006.1.16 別冊  
 －ハイブリッド化と統合制御を主軸に－     ス        (55～62) 
        
ディーゼル特需に沸く部品業界 －ブーム到来で最    梅咲 恵司  東洋経済  (5999)  2006.1.21  (82～85) 
 高益続出 陰の主役は日本メーカー－           
        
        

 (5) 精密機械        

        
＜特集＞ 医療・福祉用ロボットの現状と将来展望    湯川 俊浩   金属     76(1)  2006.1    (3～61) 
 －秋田県における医療・福祉ロボット開発の現状        ほか        
 と展望、他－           
        
        

 (6) 海外事情        

        
中国家電産業視察報告     田宮 清志  電機     (689)  2005.12   (28～34) 
        
中国の先進電機機器メーカの急成長の背景 －四川    難波 正憲  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2006.1   (24～30) 
 長虹電器株式会社における技術導入と独自開発体    ＮＡＬ    46(1)     
 制の事例－           
        
パリ駐在員報告－－フランスの廃電気電子機器規制    有倉 陽司  ＪＥＩＴＡ Ｒｅｖ  2006.1   (30～32) 
 の運用 －地方自治体及びエコ・オーガ二ズムの    ｉｅｗ    7(1)     
 準備状況について－           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
北京駐在員報告－－中国の最新電機・電子産業動向    関根 久  ＪＥＩＴＡ Ｒｅｖ  2006.1   (34～37) 
      ｉｅｗ    7(1)     
        
韓国車は日本車を超えられるか？     牧野 茂雄  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2006.1.15 合併  
 －現代自動車の実力検証（前編）－     ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ        (32～33) 
             18(1)     
        
世界の注目企業（１８） －タイ・サミットグルー    若松 勇  ジェトロセンサー  2006.2   (28～29) 
 プ（タイ）：東南アジアＮｏ．１の自動車部品メ          56(663)     
 ーカーを目指す－           
        
＜特集＞ 地方に広がるロシア家電市場－－強まる    唐津 康次   ジェトロセンサー  2006.2   (43～55) 
 高品質志向 －成長市場で韓国・欧州勢がリード        ほか        56(663)     
 、他－           
        
急成長するインドのエレクトロニクス市場     植村 哲士  知的資産創造 14(2)  2006.2   (62～77) 
 －日系企業に求められる戦略－           
        
Ｉｎｔｅｌ ｉｎｓｉｄｅ ｏｕｔ ： Ｈｏｗ ｉｔ’ｓ  Ｅｄｗａｒｄｓ，   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2006.1.9 合併  
 ｓｈａｋｉｎｇ ｏｆｆ ｔｈｅ Ａｎｄｙ Ｇｒｏｖｅ    Ｃｌｉｆｆ  ＷＥＥＫ        (42～53) 
 ｅｒａ           (3946)     
        
Ｃｈｉｎａ’ｓ ｆａｓｔ－ｍｏｖｉｎｇ ｖｅｈｉｃｌｅｓ   Ｆｏｎｄａ，     ＴＩＭＥ  2006.1.16  (36～37) 
 ： Ｒｅａｄｙ ｆｏｒ ｔｈｅ ｎｅｘｔ ｅｘｐｏｒｔ   Ｄａｒｅｎ   ほか       167(2)     
 ｔｏ ｃｈａｌｌｅｎｇｅ Ｄｅｔｒｏｉｔ？ …           
        
        
        
        
        
        

 14. その他製造        

        

 (1) その他製造一般        

        
＜特集＞ 高付加価値をもたらす成形技術と装置     庄司 佳年   プラスチックスエー  2006.2   (75～122) 
 －インサート・２色・ファミリーモールド成形、        ほか  ジ      52(2)     
 他－           
        
話題の差別化成形加工技術、進む研究開発の現状     坂上 守  プラスチックスエー  2006.2  (132～140) 
 －モバイルフォーン筐体の超薄肉成形技術（２）    ジ      52(2)     
 －           
        
ポリプロピレン射出成形品の構造と物性（２４）     藤山 光美  プラスチックスエー  2006.2  (141～154) 
 －成形品の寸法精度・安定性（２）－     ジ      52(2)     
        
        

 (2) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 15. 建設・不動産        

        

 (1) 建設・不動産一般        

        
ゼロから学ぶＤＣＦ法（１）              奥田 かつ枝  ＲＭＪ    (81)  2006.1   (81～85) 
 －不動産価格とは何か－           
        
知ってるつもりのプロパティマネジメント（１３）    青木 邦啓  ＲＭＪ    (81)  2006.1   (90～93) 
 －支出管理システム（４）－           
        
平成２－平成７－平成１２年接続産業連関表の概要    国土交通省建  建設統計月報 (517)  2006.1   (10～22) 
      設調査統計課        
        
土地投資動向調査（平成１７年９月調査）の結果に    国土交通省土  建設統計月報 (517)  2006.1   (23～29) 
 ついて     地情報課        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
＜特集＞ ２００６年の不動産金融マーケット展望    藤巻 健史   プロパティマネジメ  2006.1   (20～38) 
 －－真・不動産投資時代の幕開け         ほか  ント     7(1)     
        
構造計算書偽装問題の防止策を検討する     秋山 英樹  プロパティマネジメ  2006.1   (52～56) 
      ント     7(1)     
        
最近の不動産投資市場の動向について －第１３回    関 修一  不動産研究  48(1)  2006.1.10  (39～46) 
 不動産投資家調査結果（２００５年１０月１日現          
 在）をふまえて－           
        
耐震データ偽装事件－－建築確認民営化は政策の失    五十嵐 敬喜  エコノミスト 84(2)  2006.1.10 合併  
 敗だ              (81～83) 
        
不動産投資市場にも波及し始めた構造計算書偽造問    編集部  ＲＭＪ    (82)  2006.2    (4～7) 
 題 ファンド組成に影響、ストック見直しも           
        
＜特集＞ 拡大を続ける不動産ファンド業界－－２    本間 良輔   ＲＭＪ    (82)  2006.2   (14～31) 
 ００５年を振り返り今後を展望する －不動産金        ほか        
 融市場を展望する他           
        
＜特集＞ セキュリティで変わる不動産価値 －不    大越 修ほか  ＲＭＪ    (82)  2006.2   (33～56) 
 動産の価値を高めるセキュリティのあり方、他－          
        
ゼロから学ぶＤＣＦ法（２）      奥田 かつ枝  ＲＭＪ    (82)  2006.2   (81～85) 
 －直接還元法の考え方－           
        
知ってるつもりのプロパティマネジメント（１４）    青木 邦啓  ＲＭＪ    (82)  2006.2   (90～94) 
 －支出管理システム（５）－           
        
        

 (2) 住宅一般        

        
住宅ローン債権担保証券のプライシング手法につい    山嵜 輝  金融研究   24(2)  2005.12.19 別冊  
 て：期限前償還リスクを持つ金融商品の価格の算             (57～113) 
 出           
        
人口減少下での住宅市場の展望 －「質」重視への    枩村 秀樹  Ｂｕｓｉｎｅｓｓ＆  2006.1   (90～101) 
 転換をテコに緩やかな拡大持続－     Ｅｃｏｎｏｍｉｃ      
      Ｒｅｖｉｅｗ 16(1)     
        
平成１６年度空家実態調査の結果概要     国土交通省住  建設統計月報 (517)  2006.1   (30～42) 
      宅政策課        
        
＜特集＞ 「住宅・金融」国際シンポジウム（前編    スーザン Ｍ  住宅金融月報 (648)  2006.1    (6～27) 
 ） －日本における住宅ローン証券化市場の育成    ．ワクター         
 に向けて－         ほか        
        
住宅金融公庫と証券化に関する役割     川北 英隆  住宅金融月報 (648)  2006.1   (28～35) 
        
住宅政策の未来展望＜座談会＞     国土交通省大  住宅土地経済 (59)  2006.1.1 冬季  
 －新たな住宅基本法制の制定に向けて－     臣官房審議官            (6～21) 
          ほか        
        
地震など厳しい環境下において短時間少人数で建設    今川 憲英  資源テクノロジー  2006.1.25  (37～45) 
 出来る住空間について －１００年住居と地震直          57(300)     
 後の住居対策－           
        
＜特集＞ 耐震偽装で始まったマンション市場崩壊    榊原 正紀   エコノミスト 84(5)  2006.1.31  (18～33) 
 －旧耐震基準１５０万戸の「不安」／息吹き返す        ほか        
 優良中古・賃貸／他           
        
        

 (3) 海外事情        

        
米国の住宅金融機関の問題点と規制強化の動き     坂田 和光  レファレンス  2005.12   (16～39) 
 －住宅関連の政府支援企業を巡って－           55(12)     
        
＜特集＞ 不動産グローバル化時代の到来 －今、    木浦 尊之   ＲＭＪ    (81)  2006.1   (12～51) 
 なぜグローバル投資なのか／これが世界のＲＥＩ        ほか        
 Ｔ市場だ／他－           
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 16. 商  業        

        

 (1) 商業一般        

        
食品堅調の構図崩れた上期のスーパー     齋藤 憲一  酒類食品統計月報  2005.12   (61～64) 
 －競合激化・他業態の参入が向かい風に－           47(11)     
        
＜特集＞ ０５年消費をリードした売り場と商品     木下 美和   ストアーズレポート  2006.1   (23～41) 
 ０６年を牽引する売り場と商品予測 －レディー        ほか         47(1)     
 スファッション、他           
        
オープン価格制の普及と取引制度の変化に関する経    小本 恵照   ニッセイ基礎研所報  2006.1.26  (1～30) 
 済分析               (40)     
        
Ａｍｅｒｉａｎ Ｎｅｗ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ（４４    大野 和弘  激流     31(2)  2006.2   (92～93) 
 ） －アメリカのフリーペーパー・ビジネス－           
        
流通業界ウオッチ（５５） －０６年のキーワード    編集部  激流     31(2)  2006.2   (96～98) 
 は「駅ナカ」と「ネット」－           
        
資格認定を巡って配置薬販売業界が分裂     浅野 恭平  激流     31(2)  2006.2  (122～123) 
        
        

 (2) 流  通        

        
流通業のロジスティクス戦略（１） －卸売業の最    臼井 秀彰  流通設計２１ 37(1)  2006.1   (86～89) 
 新物流戦略－－小売業などとの関係強化が最重点          
 課題 コスト削減と           
        
＜特集＞ 人口減少、少子高齢化の逆風強まる 流    編集部 ほか  激流     31(2)  2006.2    (9～68) 
 通業界２００６年全予測 －大手スーパー／コン          
 ビニエンスストア他           
        
        

 (3) リース        

        
ＳＥＣスタッフレポートにおけるリースのオフバラ    茅根 聡  ＬＥＡＳＥ 34(12)  2005.12    (2～9) 
 ンス問題           
        
平成１７年リース業界の動向と協会活動     企画委員会  ＬＥＡＳＥ 34(12)  2005.12   (10～19) 
        
リース料債権の証券化プールを分析     小林 美保  レーティング情報  2006.2   (53～60) 
 －プール属性によって異なるパフォーマンス－            9(2)     
        
        

 (4) 海外事情        

        
＜特集＞ アジア流通事情 －経済成長を背景に活    小嶋 彰ほか  ＳＣ ＪＡＰＡＮ   2006.1 合併 (10～58) 
 発化するアジアのＳＣ開発－     ＴＯＤＡＹ  (385)     
        
        
        
        
        
        

 17. 運  輸        

        

 (1) 運輸一般        

        
荷主のロジスティクスとＳＣＭ革命（番外編）     五月 陵  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2006.1   (49～51) 
 －懐かしき「フラタイ」－      Ａｇｅ   (462)     
        
＜特集＞ 物流の「見える化」 －見えない課題は    大矢 昌浩   ＬＯＧＩ－ＢＩＺ  2006.1    (6～27) 
 解決できない／トヨタ流「見える化」の誤解／現        ほか         5(10)     
 場の見える化、他－           
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
日本の流通 進化のゆくえ（１６）           鈴木 孝之  ＬＯＧＩ－ＢＩＺ  2006.1   (54～59) 
 －主役業態と成長企業を見極めろ－            5(10)     
        
＜特集＞ 「国際物流事業」大変革の時代へ（前編    汪 正仁ほか  流通設計２１ 37(1)  2006.1   (28～41) 
 ） －２１世紀の中国国際コンテナ物流戦略、他          
 －           
        
物流業界におけるＳＣＭにおけるロジスティクスシ    関 護  倉庫     (126)  2006.1.4  (16～28) 
 ステム構築の考え方           
        
物流企業における情報システム構築の留意点     井上 雅夫  倉庫     (126)  2006.1.4  (29～38) 
        
物流コスト削減方法の今までとこれから     東 新一  倉庫     (126)  2006.1.4  (54～71) 
        
        

 (2) 海  運        

        
交通政策審議会が答申を取りまとめる     企画部  せんきょう  46(9)  2005.12   (12～19) 
 －水先制度の抜本改革のあり方について－           
        
変革の波に洗われる日本の港湾     本田 博之  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2006.1   (25～29) 
 －「港湾局」が、なくなる？－      Ａｇｅ   (462)     
        
日中間で圧倒的支持を獲得したＨＤＳ（ホットデリ    編集部  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2006.1   (53～61) 
 バリー・サービス） －好調続く「蘇州號」と「     Ａｇｅ   (462)     
 新鑒真」－           
        
国際物流拠点都市「北九州」の魅力           編集部  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2006.1   (63～67) 
 －国内屈指のフェリー・ＲＯＲＯ拠点－      Ａｇｅ   (462)     
        
波濤（７０） －スマート・コンテナー－     英武 林華庵  海運     (940)  2006.1   (25～25) 
        
外航海運経営は新時代を迎えるか／新生内航海運の    永浜 光弘   海運     (940)  2006.1   (26～40) 
 行方         ほか        
        
＜特集＞ ２００６年市況展望 －定期船 相次ぐ    蛯原 公一郎  海運     (940)  2006.1   (44～60) 
 大型船の大量竣工も、旺盛な需要に支えられ需給        ほか        
 変化なし、他－           
        
＜特集＞ Ｗｏｒｌｄ Ｗａｔｃｈｉｎｇ－－グロ    寺島 実郎   港湾     83(1)  2006.1    (9～39) 
 ーバル化時代の港湾の役割          ほか        
        
港湾施設のアセットマネジメント     竹末 直樹  港湾     83(1)  2006.1   (42～45) 
        
日本の貨物鉄道の現状と港湾とのつながりについて    舟橋 郁央  港湾     83(1)  2006.1   (46～49) 
        
２００６年の内航海運の景気見通し     編集部  内航海運  41(856)  2006.1    (4～11) 
        
＜特集＞ なにを塗る、どう塗る、舶用塗料 －低    藤原 治郎   Ｍａｒｉｎｅ 38(1)  2006.1.10  (4～37) 
 ＶＯＣ、バラストタンク内塗装への環境規制待っ        ほか        
 たなし－           
        
史上空前の原油高、燃料油価格が新時代に突入 －    編集部  Ｍａｒｉｎｅ 38(1)  2006.1.10  (80～83) 
 経営に大きな影響を受ける長距離フェリー業界－          
        
        

 (3) 航  空        

        
産業スコープ：国内航空会社－－国内線事業が収益    西村 聡彦  レーティング情報  2006.1   (24～35) 
 性を下支え －米業界と比較検証－            9(1)     
        
地域航空 －小型機による航空ネットワーク－     井上 高一  航空と文化  (92)  2006.1.15   (2～6) 
        
        

 (4) 陸  運        

        
鉄道事業における上下分離再論     平田 一彦  運輸と経済  66(1)  2006.1   (32～40) 
        
独り立ちしたモノレール －開業２０周年を迎えた    渡邉 崇浩  運輸と経済  66(1)  2006.1   (51～59) 
 北九州モノレールの取り組み－           
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つくばエクスプレスについて     首都圏新都市  高速道路と自動車  2006.1   (71～75) 
      鉄道㈱         49(1)     
        
        

 (5) 倉  庫        

        
顧客への業務提案力を磨いてコンペに勝つ －プロ    野口 英雄  倉庫     (126)  2006.1.4   (4～15) 
 ダクトアウトからマーケットイン型事業へ－           
        
倉庫（物流）現場の課題・問題点とその改善手法     岡本 高士  倉庫     (126)  2006.1.4  (39～53) 
        
        

 (6) 海外事情        

        
激動のヨーロッパ物流市場               平田 義章  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2006.1    (7～23) 
 －ドイツポストの世界制覇戦略－      Ａｇｅ   (462)     
        
世界Ｎｏ．１コンテナ港湾の座は目前          舘野 美久  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2006.1   (31～39) 
 －上海港の今昔物語－      Ａｇｅ   (462)     
        
建設ラッシュ続くコンテナバース     三浦 良雄  Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ  2006.1   (42～47) 
 －中国のバース数は過剰か適切か？－      Ａｇｅ   (462)     
        
中国物流企業の３ＰＬ業態転換過程における技術学    李 瑞雪  アジア経済  47(1)  2006.1   (56～75) 
 習のメカニズム           
        
フランスの新しい鉄道整備財源方法     野崎 勝  運輸と経済  66(1)  2006.1   (66～71) 
        
中国の原油輸入増、新造・定用などタンカー商談も    編集部  Ｍａｒｉｎｅ 38(1)  2006.1.10  (65～73) 
 活況 －急増ペース失速も、２０１５年には米国          
 に次ぐ輸入大国へ－           
        
米国における空港整備助成制度と地域航空について    橋本 安男  航空と文化  (92)  2006.1.15  (7～14) 
        
        
        
        
        
        

 18. 情報・通信        

        

 (1) 情報・通信一般        

        
＜特集＞ 進むＩＴ革命 －ユビキタスコンピュー    越塚 登ほか  地銀協月報  (546)  2005.12   (2～25) 
 ティング技術がつくるＩＣＴ（情報通信技術）の          
 未来、他－           
        
次世代ユビキタス情報社会基盤の形成をめざして     坂村 健ほか  ２１世紀フォーラム  2005.12.1  (50～61) 
             (100)     
        
生体認証における生体検知機能について     宇根 正志   金融研究   24(2)  2005.12.19 別冊  
          ほか            (1～55) 
        
＜特集＞ ユビキタス時代の新たなＩＰサービス創    得井 慶昌   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2006.1    (8～29) 
 出に向けたＮＴＴコミュニケーションズ・先端Ｉ        ほか  ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
 Ｐアーキテクチャセ     ＴＩＯＮ   43(1)     
        
ドコモのおサイフケータイ・アライアンス戦略 －    平野 敦士  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2006.1   (18～23) 
 おサイフケータイはドコモの事業領域拡大戦略の    ＮＡＬ    46(1)     
 礎－           
        
わが国の科学技術の動向と情報科学の役割     文部科学省科  情報管理  48(10)  2006.1  (657～666) 
      学技術政策研        
      究所        
        
２０１０年に向けてのＩＴロードマップ     中元 秀明   知的資産創造 14(1)  2006.1   (60～71) 
          ほか        
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＜特集＞ エアポケットから脱するかＩＰ電話 －    藤田 健ほか  テレコミュニケーシ  2006.1   (18～35) 
 キャリア動向／メーカー動向／本音座談会／ＩＰ           ョン     23(1)     
 化提案方法－           
        
国内携帯電話市場に異変あり メーカー２強から４    村上 麻里子  テレコミュニケーシ  2006.1   (58～63) 
 強時代へ     ョン     23(1)     
        
グローバル化へと向かう情報サービス産業        赤羽根 靖隆  電気通信  69(709)  2006.1   (29～34) 
 －ＤＴＳの基本認識と新戦略への具体策－           
        
＜特集＞ 個人情報保護 －世界の個人情報保護法    堀部 政男   都市問題研究 58(1)  2006.1   (1～133) 
 と日本／個人情報保護の諸原則とＥＵの個人情報        ほか        
 保護指令、他－           
        
＜特集＞ 通信・大予測２００６－－ネットワーク    編集部 ほか  日経コミュニケーシ  2006.1.1  (38～66) 
 はこうなる －企業ネットワーク／業界再編／通    ョン     (453)     
 信と放送の融合、他           
        
ザ・融合－－ブロードバンド、ユビキタスの理想と    Ｊｕｎｇｊｏ  日経コミュニケーシ  2006.1.1 (110～113) 
 現実：固定と携帯の融合（２） －進化するＫＴ    ｏｎ Ｋｉｍ  ョン     (453)     
 のデータ版ＦＭＣ            
        
通信事業者・ＣＡＴＶ事業者によるトリプルプレイ    浦辺 紀行  みずほ産業調査  2006.1.13  (3～27) 
 の展望と課題 －通信・放送インフラ融合のイン           (19)     
 パクト－           
        
インターネット時代のメディアビジネス －変わる    梶村 徹  みずほ産業調査  2006.1.13  (29～78) 
 消費者・広告主、そしてメディア企業はどう変わ           (19)     
 るのか－           
        
＜特集＞ ＮＴＴドコモもＷｉＭＡＸで参戦を決断    蛯谷 敏  日経コミュニケーシ  2006.1.15  (32～37) 
 ！ 白熱する無線ブロードバンド参入競争     ョン     (454)     
        
＜特集＞ 次世代Ｗｅｂがビジネスを一変 始まっ    武部 健一  日経コミュニケーシ  2006.1.15  (38～42) 
 た企業のＲＳＳ活用     ョン     (454)     
        
企業を熱くする最新テクノロジ：プッシュ・トゥ・    高槻 芳ほか  日経コミュニケーシ  2006.1.15  (70～77) 
 トーク（ＰＴＴ） －電話とメールの“いい所取    ョン     (454)     
 り”で浮上－           
        
ザ・融合－－ブロードバンド、ユビキタスの理想と    Ｒｙａｎ    日経コミュニケーシ  2006.1.15  (88～91) 
 現実：固定と携帯の融合（３） －ＦＭＣの真打    Ｊａｒｖｉｓ  ョン     (454)     
 ち「ＢＴ Ｆｕｓｉ           
        
ＲＭＴがゲームを揺さぶる、ゲーム通貨がネット経    山田 剛良  日経エレクトロニク  2006.1.16  (49～54) 
 済の軸に     ス      (917)     
        
放送産業に激変をもたらすパンドラの箱     寺田 知太   知的資産創造 14(2)  2006.2   (50～61) 
          ほか        
        
        

 (2) 情報処理産業        

        
新たなフェーズを迎える情報サービス産業 －業績    藤井 英彦  Ｂｕｓｉｎｅｓｓ＆  2006.1  (118～137) 
 停滞打破に向けた内外主要企業の取り組み－     Ｅｃｏｎｏｍｉｃ      
      Ｒｅｖｉｅｗ 16(1)     
        
要求工学（１５）     山本 修一郎  ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2006.1  (132～136) 
 －ｉスター・フレームワーク－            ＣＯＭＭＵＮＩＣＡ     
      ＴＩＯＮ   43(1)     
        
ＩＴサービスマネジメントとＢＳ１５０００（最終    土屋 慶三  アイソムズ  (124)  2006.1   (60～64) 
 回） －ＢＳ１５００１－１の認証・審査－           
        
＜特集＞ セキュリティ向上とコスト削減を両立     加藤 慶信  日経コミュニケーシ  2006.1.15  (58～66) 
 サーバー／ストレージ統合の勘所     ョン     (454)     
        
＜特集＞ 情報サービス産業の会計問題 －情報サ    加古 宜士   企業会計   58(2)  2006.2   (17～61) 
 ービス産業の会計をめぐる諸問題／会計・監査実        ほか        
 務からみた問題点他           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (3) 海外事情        

        
米国ワイヤレス・ビジネス、昨年の総括と今年の展    小池 良次  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2006.1    (4～9) 
 望（携帯データ、ＷｉＭＡＸ編）     ＮＡＬ    46(1)     
        
世界各国のＩＴ政策（８） －台湾－     兼子 利夫  情報管理  48(10)  2006.1  (682～690) 
        
オーストラリアにおける情報通信市場の現状 －Ｄ    坂本 博史  情報通信ジャーナル  2006.1   (26～26) 
 ＣＩＴＡ“Ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌ Ｈｉｇｈｌ           24(1)     
 ｉｇｈｔ”の概要－           
        
Ｔｅｌｅｃｏｍｓ ｆｕｅｌ ａ ｎｅｗ Ｍ＆Ａ ｂｏｏｍ  Ｔｕｌｌｙ，     ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.3   (44～45) 
   Ｋａｔｈｒｙｎ         (431)     
        
Ｎｅｗｓ ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ ： Ｏｌｄ ｍｏｇｕｌ，  Ｅｄｉｔｏｒｓ  ＴＨＥ   2006.1.21 別頁  
 ｎｅｗ ｍｅｄｉａ     ＥＣＯＮＯＭＩＳＴ        (65～68) 
           378(8461)     
        
        
        
        
        
        

 19. 金融・証券        

        

 (1) 金融・証券一般        

        
ＩＴ革新と金融業による投入構造の変化     鷲崎 早雄   経済分析   (177)  2005.12  (94～114) 
 －産業連関表による分析－         ほか        
        
シンジケートローンの現場から（４） －自由自在    林 洋之  金融財政事情  2005.12.5  (38～41) 
 性生かしたローン複線化で「借り方」「貸し方」          56(45)     
 の工夫を－           
        
経済財政諮問会議の「政策金融改革の基本方針」に    野上 正峰   ＪＣＲ格付け (179)  2006.1   (29～30) 
 ついて         ほか        
        
金融サービスビジネス     福井 和夫  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2006.1   (24～31) 
      ｃｅ     36(1)     
        
＜特集＞ 地域金融機関の勝ち残り戦略      長濱 裕士   金融ジャーナル  2006.1    (7～67) 
 －地域密着の強みを生かす／激戦地を見る－         ほか         47(1)     
        
経営分析（１３） －北海道銀行と北陸銀行（上）    佐藤 孝一  金融ジャーナル  2006.1   (23～29) 
 －－北海道銀行：役務利益比率は地銀トップクラ           47(1)     
 ス－           
        
ランキング：政策金融機関の都道府県別貸出金シェ    編集部  金融ジャーナル  2006.1   (95～101) 
 ア            47(1)     
        
＜特集＞ ２００５年度 中間決算詳報 －大手信    編集部  消費者信用  24(1)  2006.1   (12～28) 
 販／銀行系・流通系カード／大手消費者金融－           
        
法律と実務の乖離を解消するための見直しが喫緊の    小倉 利夫  消費者信用  24(1)  2006.1   (30～35) 
 課題 －ヤミ金融を排除し安心な業者を育成し、          
 取引の法的安定性回           
        
解説：知っておきたい消費者金融の判例（４５）－    阪岡 誠  消費者信用  24(1)  2006.1   (41～43) 
 預貯金口座振込による弁済の場合に１８条書面を          
 交付しなかったが、           
        
新しい時代の地域銀行経営 －新年にあたって－     鮫島 正大  リージョナルバンキ  2006.1    (8～17) 
      ング     56(1)     
        
＜特集＞ 協会委員会・ＷＧ報告 －「収益力の強    中津川 和洋  リージョナルバンキ  2006.1   (18～37) 
 化」の概要／「信用リスク分散のための方策」の        ほか  ング     56(1)     
 概要、他－           
        
第二地方銀行協会会員行の平成１７年度中間決算の    （社）第二地  リージョナルバンキ  2006.1   (38～45) 
 概要     方銀行協会企  ング     56(1)     
      画部        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
リスク管理・収益管理に関するアンケート調査報告    南地 伸昭   金融情報システム  2006.1.1 冬季  
          ほか         (282)         (4～62) 
        
金融機関における生体認証技術の活用動向     外 昌弘ほか  金融情報システム  2006.1.1 冬季  
             (282)        (63～104) 
        
ＩＴを活用した金融機関のリテール戦略 －個人利    堀田 康裕   金融情報システム  2006.1.1 冬季  
 用者向けインターネットバンキングの最新動向、        ほか         (282)       (105～205) 
 他－           
        
＜特集＞ 高度化する大企業取引 －３メガバンク    蓑田 秀策   金融財政事情 57(1)  2006.1.2 合併  
 の法人営業戦略／リスク分散の相手先として不可        ほか            (8～42) 
 欠の存在、他－           
        
偽造・盗難キャッシュカード問題に対応したカード    平子 勝介  金融財政事情 57(1)  2006.1.2 合併  
 規定試案一部改正の概要 －預金者の個別事情に             (69～73) 
 配慮した丁寧な対応           
        
預金者保護法施行を前にカード犯罪防止策の導入相    小林 友紀  金融財政事情 57(1)  2006.1.2 合併  
 次ぐ －安全性と利便性のバランス確保にむずか             (74～75) 
 しさ－           
        
日本版ＬＬＰ（有限責任事業組合）の概要と利用促    中村 廉介  金融財政事情 57(1)  2006.1.2 合併  
 進に向けての新金融スキーム －事業リスクを組             (76～79) 
 合員と金融機関に適           
        
＜特集＞ 「預金から株」２００６ １億総投資家    乾 達 ほか  エコノミスト 84(2)  2006.1.10 合併  
 －流入する個人マネー／注目１８７銘柄を一挙掲             (20～105) 
 載、他－           
        
＜特集＞ 新銀行代理店制度の戦略的活用 －リテ    富樫 直記   金融財政事情 57(2)  2006.1.16  (16～32) 
 ールを組織として切り出し付加価値追求、他－         ほか        
        
＜特集＞ 銀行カード戦略の再編 －メガバンクを    花岡 博ほか  金融財政事情 57(3)  2006.1.23  (12～27) 
 軸としたカード業界再編の構図、他－           
        
株式市場での評価を意識する地銀経営を         植村 修一  金融財政事情 57(3)  2006.1.23  (32～39) 
 －外国人持株比率の高低がガバナンスに影響－           
        
中小企業連携ＬＬＰの促進と地域金融機関        飯塚 徹  金融財政事情 57(3)  2006.1.23  (48～49) 
 －資金支援などのインフラに主体的役割を－           
        
＜特集＞ 全地球的「同時株高」 世界投資戦略     稲留 正英   エコノミスト 84(4)  2006.1.24  (18～35) 
 －日本株・債券、外国株・債券の最適組み合わせ        ほか        
 ／他－           
        
格付けの視点：バーゼルⅡと銀行格付け －銀行、    永田 貴洋  レーティング情報  2006.2   (15～19) 
 市場とのコミュニケーションの有効なツールに            9(2)     
 －－重要性を増す経           
        
政府系金融機関の格付け見直しに着手     村田 稔  レーティング情報  2006.2   (40～44) 
 －制度設計の詳細と既存債券の取り扱いに着目－           9(2)     
        
ストラクチャードファイナンス：グレー債権の評価    北原 一功   レーティング情報  2006.2   (47～52) 
 －期中のキャッシュフローと回収額の想定がポイ        ほか         9(2)     
 ント－           
        
Ｈｅｄｇｅ ｆｕｎｄｓ ｓｉｚｅ ｕｐ ｔｏ         Ａｖｅｒｙ，     ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.5   (51～55) 
 Ｊａｐａｎｅｓｅ ｄｅｍａｎｄ  Ｈｅｌｅｎ         (433)     
        
        

 (2) 海外事情        

        
韓国の消費者信用と多重債務問題     大山 小夜  国民生活研究 45(3)  2005.12.31 (35～51) 
        
英国で高齢者向け金融商品として注目されるエクイ    黒石 晃介  ニッセイ基礎研ＲＥ  2006.1   (32～35) 
 ティ・リリース     ＰＯＲＴ   (106)     
        
インドで進む外資系金融機関の規制緩和         松尾 泰介  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2006.1.15 合併  
 －政府は国営銀行の集約化で基盤強化へ－     ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ        (34～35) 
             18(1)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
新環境学：ドイツの環境政策 －構造転換の基礎固    佐野 敦彦  日経エコロジー  2006.2   (88～89) 
 めた前政権 積み上げ型の日本と大きな差－            (80)     
        
Ｂａｎｋｓ ｆｉｎｄ ｔｈｅ ｃｌｏｕｄ’ｓ ｓｉｌｖｅｒ  Ｓｃｈｕｌｅｒ，   ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.3  (128～135) 
 ｌｉｎｉｎｇ  Ｄｅｂｏｒａｈ Ｅ         (431)     
        
Ｂａｎｋｓ ｃｏｎｓｉｄｅｒ ｎｅｗ ｏｒｄｅｒ ｆｏｒ  Ｔｕｌｌｙ，     ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.4   (52～59) 
 ａｎａｌｙｓｔｓ  Ｋａｔｈｒｙｎ         (432)     
        
Ｔｈｅ ｂｉｇ ｇｅｔ ｂｉｇｇｅｒ－－ｂｕｔ ｉｓ ｉｔ  Ｋｉｍｂｅｌｌ，   ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.5   (74～85) 
 ｆｏｒ ｔｈｅ ｂｅｓｔ？  Ｄｅｂｏｒａｈ ほか        (433)     
        
Ｔｈｅ ｆｕｔｕｒｅ’ｓ ｂｒｉｇｈｔ ｆｏｒ ｒｅａｌ  Ｈｏｒｗｏｏｄ，   ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.6   (57～74) 
 ｅｓｔａｔｅ ｆｉｎａｎｃｅ  Ｃｌｉｖｅ   ほか        (434)     
        
Ｔｈｅ ｗｏｒｍ ｏｆ ｄｏｕｂｔ  Ｌｅｅ，Ｐｅｔｅｒ  ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.6   (76～89) 
             (434)     
        
Ｉｎｖｅｓｔｉｎｇ ｇｕｉｄｅ ： Ｗｅ’ｖｅ ｇｏｔ   Ｌｉｍ，       Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2006.1.16  (38～58) 
 ｔｈｅ ｓｋｉｎｎｙ ｏｎ ｙｏｕｒ ｍｏｎｅｙ，  Ｐａｕｌ Ｊ． ほか ＷＯＲＬＤ      
 ｅｔｃ．     ＲＥＰＯＲＴ     
            140(2)     
        
        
        
        
        
        

 20. その他サービス        

        

 (1) その他サービス一般        

        
ハウスクリーニング業     岡田 允  九州経済調査月報  2005.12   (35～43) 
            59(12)     
        
産学連携（１）      編集部  ＪＥＩＴＡ Ｒｅｖ  2006.1   (42～45) 
 －立命館大学：産学連携で開く大学の未来展望－    ｉｅｗ    7(1)     
        
ピンポイント大胆予測！－－’０６介護業界“サー    青木 正人   介護ビジョン (31)  2006.1   (16～27) 
 ビス別”天気予報 －在宅編／施設編－         ほか        
        
通所系サービス究極の選択－－自己負担化で食事を    編集部   介護ビジョン (31)  2006.1   (36～43) 
 どうする？ －成功事例に学ぶ／食事外注のメリ          
 ットは？、他－           
        
＜特集＞ 高稼働ホームに学ぶ＜入居者募集＞のす    編集部 ほか  シニアビジネスマー  2006.1   (16～43) 
 べて－－老人ホーム募集戦略（前編）     ケット    3(1)     
        
有料老人ホームを中心とした施設介護事業の新戦略    松田 淳ほか  シニアビジネスマー  2006.1   (76～82) 
 （前編） －介護保険制度改正による事業環境の    ケット    3(1)     
 変化－           
        
広告メディア激動の近未来     鳥山 正博   知的資産創造 14(1)  2006.1   (80～93) 
          ほか        
        
地域連携元年 －相互不信乗り越え、目指すは“本    吉良 伸一郎  日経ヘルスケア２１  2006.1   (26～37) 
 物の面連携”－            (195)     
                     
        
詳報 政府・与党「医療制度改革大綱」－－官邸主    庄子 育子  日経ヘルスケア２１  2006.1   (49～53) 
 導で取りまとめ 診療報酬は過去最大の下げ幅に           (195)     
        
介護保険制度改正前夜、大手５社それぞれの生き残    豊川 琢  日経ヘルスケア２１  2006.1   (58～62) 
 り策 －新設サービスを巡って戦略の違いが鮮明           (195)     
 に－           
        
クリニックを誘致せよ！増える診療所併設型有老ホ    千田 敏之  日経ヘルスケア２１  2006.1   (65～68) 
 ーム －高まる入居者の医療依存度、対応模索す           (195)     
 る事業者－           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
メディカル・リスク・マネジメント事例研究：介護    菅 恵美子   リスクマネジメント  2006.1   (20～25) 
 老人保健施設でのコミュニケーション・リスクマ        ほか  Ｂｕｓｉｎｅｓｓ     
 ネジメント            21(1)     
        
＜特集＞ 交流文化産業を読む －日本のツーリズ    磯貝 政弘   Ｍｅｅｔｉｎｇ Ｂ  2006.1.5  (32～63) 
 ム産業／２００６年のコンベンション動向、他－        ほか  ｕｓｉｎｅｓｓ     
             (13)     
        
ケアマネジメントにおける業務プロセズの測定と評    村田 久ほか  ニッセイ基礎研所報  2006.1.26  (31～54) 
 価 －介護報酬体系の理論的構築に向けて－            (40)     
        
来るべき再編に向けて変革を迫られる人材ビジネス    倉林 貴之  知的資産創造 14(2)  2006.2   (78～87) 
        
        

 (2) 観光・レジャー        

        
＜特集＞ 「ようこそ」の、開かれた美しい日本を    国土交通省観  国土交通  58(12)  2005.12   (5～33) 
 目指して －観光立国の推進体制と取組みの現状    光担当参事官        
 、他－     室   ほか        
        
＜特集＞ 「リスクマネジメント」とは何か －ホ    藤江 俊彦   ＨＯＴＥＬ ＲＥＶ  2005.12.25  (2～9) 
 テルに求められる社会のための危機管理、他－         ほか  ＩＥＷ    (643)     
        
＜特集＞ 観光と地域を考える－－望ましい観光と    西村 幸夫   ＲＰレビュー (18)  2006.1    (2～74) 
 は？ －観光まちづくりを考える／新たな観光へ        ほか        
 の取り組み、他－           
        
「観光立国」をめぐる一考察     内藤 嘉昭  運輸と経済  66(1)  2006.1   (41～50) 
        
＜特集＞ 観光立国における大学の役割 －立教大    安島 博幸   観光     (471)  2006.1   (16～47) 
 学観光学部と地域連携／観光立国における大学へ        ほか        
 の期待、他－           
        
＜特集＞ ２００６年はこれが売れる！市場開拓型    編集部  ホテル・旅館 43(1)  2006.1   (11～52) 
 の注目革新旅館 －温泉倶楽部じゆう館（宮城県          
 ・作並温泉）、他－           
        
＜特集＞ 有力ホテル・旅館が挑戦する新戦略      編集部  ホテル・旅館 43(1)  2006.1   (53～71) 
 －新・都ホテル（京都市・南区）、他－           
        
集客力向上に向けた取り組みが活発化するゴルフ場    編集部  マンスリー・レビュ  2006.1    (8～9) 
 業界     ー     
        
＜特集＞ 業界再編と景気回復の狭間で－－２００    水谷 研治   レジャー産業資料  2006.1   (47～94) 
 ６年レジャーシーン展望         ほか         39(1)     
        
＜特集＞ プロジェクト総覧２００６ －表参道ヒ    編集部  レジャー産業資料  2006.1  (109～136) 
 ルズ（東京都渋谷区）／ＬＡＺＯＮＡ川崎（川崎           39(1)     
 市幸区）、他－           
        
＜特集＞ ２００７年問題・団塊の世代 －団塊の    山田 紘祥   観光     (472)  2006.2    (9～35) 
 世代の観光動向／新たなライフスタイルを創造す        ほか        
 る団塊世代、他－           
        
＜特集＞ 客室の品質向上の鍵を握るホテル・旅館    編集部  ホテル・旅館 43(2)  2006.2   (51～99) 
 の「浴室」設計最前線 －旅館編／ホテル編、他          
 －           
        
［提言］２００６年度、旅館業界が考えるべきこと    松坂 健  ホテル・旅館 43(2)  2006.2  (105～107) 
 －もう一度勝ち癖を取り戻すために－           
        
        

 (3) 海外事情        

        
Ｗｈａｔ ｃｏｍｅｓ ｎｅｘｔ？ ： Ｓｃｉｅｎｔｉｓｔｓ  Ｆｉｅｌｄｓ，    Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2006.1.23  (56～58) 
 ａｒｅ ｎｏｗ ｇｒａｐｐｌｉｎｇ ｗｉｔｈ ａ   Ｈｅｌｅｎ  ＷＯＲＬＤ      
 ｍａｊｏｒ ｓｅｔｂａｃｋ ｔｏ ｓｔｅｍ …     ＲＥＰＯＲＴ     
            140(3)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅱ 国土開発篇        

        

 １. 全国総合開発        

        

 (1) 全国総合開発一般        

        
都市計画行政の最近の動き－－国土総合開発法の抜    国土交通省国  都市計画   54(6)  2005.12.25 (68～71) 
 本改正と国土形成計画の策定について     土計画局総合        
      計画課        
        
＜特集＞ 新たなＪＡＰＩＣの形と活動      中村 英夫   ＪＡＰＩＣ  (103)  2006.1    (5～41) 
 －新生ＪＡＰＩＣについて－－新たな形と活動－        ほか        
        
地域マネジメントのための日本列島のＣａｐａｂｉ    杉原 弘恭   ＲＰレビュー (18)  2006.1   (78～83) 
 ｌｉｔｙ Ｍａｐに関する研究         ほか        
        
社会資本におけるアセット・マネジメント     山内 弘隆  高速道路と自動車  2006.1   (19～22) 
             49(1)     
        
＜特集＞ あらためて思う 防災の大切さ －安全    今村 文彦   国土交通   59(1)  2006.1   (11～35) 
 ・安心な社会の構築に向けて／異常気象レポート        ほか        
 ２００５，他－           
        
＜特集＞ 国土計画は甦るか？－－国土形成計画法    岩手県知事   地域開発   (496)  2006.1    (8～62) 
 と新たな国土計画 －地方分権型社会における国        ほか        
 土計画への期待、他           
        
        

 (2) 分野別開発        

        
＜特集＞ 道路の多様な料金施策            清水 哲夫   交通工学   40(6)  2005.11   (1～57) 
 －有料道路料金およびＥＴＣ施策の展望、他－         ほか        
        
駐車車両による遮音を利用しての道路近傍の等価騒    渡辺 義則   交通工学   40(6)  2005.11   (58～67) 
 音レベルの低減について         ほか        
        
ステレオマイクを用いた自動車走行音の認識     平松 義崇   交通工学   40(6)  2005.11   (68～79) 
          ほか        
        
交通量常時観測調査データによるリンクコスト関数    吉田 禎雄   交通工学   40(6)  2005.11   (80～89) 
 の推計         ほか        
        
英国道路庁のＡｃｔｉｖｅ Ｔｒａｆｆｉｃ Ｍａ    国土技術政策  交通工学   40(6)  2005.11   (90～94) 
 ｎａｇｅｍｅｎｔ（ＡＴＭ）プロジェクト －情    総合研究所道        
 報技術を活用した交     路研究部ほか        
        
自動車交通の話題を追って（１３） －安全施策の    片倉 正彦  自動車工業 39(12)  2005.12   (22～23) 
 歴史的評価及び今後のあり方に関する研究－           
        
＜特集＞ 道路関係四公団の民営化 －親しまれる    青山 佳世   道路     (778)  2005.12   (17～49) 
 高速の道へ／道路関係四公団の民営化について、        ほか        
 他－           
        
道路交通システムと情報通信ネットワークの融合     高橋 邦彦  ＣＩＡＪ ＪＯＵＲ  2006.1   (10～16) 
 －インターネットＩＴＳの展開－     ＮＡＬ    46(1)     
        
＜特集＞ 人口減少社会と交通 －人口減少社会の    斎藤 峻彦   運輸と経済  66(1)  2006.1    (4～31) 
 鉄道経営／人口減少時代の「まちづくりと交通」        ほか        
 に関する一考察、他           
        
日本の土木を歩く      峯崎 淳  建設業界   55(1)  2006.1   (30～38) 
 －横浜港物語（４）－－人の運命と事業－           
        
舗装のイメージ回復と環境を改善する舗装技術     木下 庄次  建設業界   55(1)  2006.1   (57～59) 
        
＜特集＞ 高速道路会社の概要 －東日本高速道路    東日本高速道  高速道路と自動車  2006.1   (34～57) 
 ㈱の概要について／首都高速道路㈱の概要につい    路㈱  ほか         49(1)     
 て、他－           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
第３期先進安全自動車（ＡＳＶ）推進計画について    国土交通省技  高速道路と自動車  2006.1   (66～70) 
      術安全部技術         49(1)     
      企画課        
        
        
        
        
        
        

 ２. 都市開発        

        

 (1) 都市開発一般        

        
都市交通における自転車利用のあり方に関する研究    国土交通省国  国土交通政策研究  2005.11   (1～184) 
      土交通政策研         (58)     
      究所        
        
＜特集＞ 都市再生と都市高速道路 －首都高速道    東京都都市整  新都市   59(12)  2005.12   (3～61) 
 路の果たした役割と今後への期待／近畿圏の連携    備局都市基盤        
 と再生に向けて、他     部   ほか        
        
検証・中心市街地（５） －鹿児島市における中心    鹿児島市都市  新都市   59(12)  2005.12   (62～65) 
 市街地活性化の取り組み－     計画部都市再        
      開発課 ほか        
        
＜特集＞ 都市計画における特区・提案制度 －都    柳沢 厚ほか  都市計画   54(6)  2005.12.25  (4～55) 
 市再生プロジェクトと都市再生特区／地域再生の          
 系譜と展開、他－           
        
まちが変わる－－中心市街地の再生と大規模商業施    池田 克樹  ガバナンス  (57)  2006.1   (86～88) 
 設（９） －大型店問題と自治体条例－           
        
＜特集＞ 空港が開く都市の未来 －神戸空港開港    黒田 勝彦   都市政策   (122)  2006.1.1   (3～54) 
 を控えて／神戸空港とまちづくり、他－         ほか        
        
環状線道路混雑料金の下での都心の容積率緩和の費    八田 達夫   住宅土地経済 (59)  2006.1.1 冬季  
 用便益         ほか           (23～31) 
        
＜特集＞ 都市－－集積・長寿・少子 －都市再構    浅田 義久   不動産研究  48(1)  2006.1.10  (5～30) 
 築上にある東京／成年後見制度の現状と課題／少        ほか        
 子化と住宅について           
        
        

 (2) 都市問題        

        
災害列島を生きる－－自治体に託された教訓（９）    高橋 直子  ガバナンス  (57)  2006.1   (48～51) 
 －新潟県中越地震：中山間地の「再生」と「復興          
 」－           
        
政策課題：まちづくり政策の論点と課題     国土交通委員  立法と調査  2006.1.1 別冊  
      会調査室           (47～51) 
        
最近の地価・土地入札の動向について －市街地価    内田 輝明  不動産研究  48(1)  2006.1.10  (47～52) 
 格指数・国有宅地の入札動向を中心に－           
        
        

 (3) 海外事情        

        
人口減少社会における郊外の土地利用コントロール    国土交通省国  国土交通政策研究  2005.10   (1～170) 
 のあり方に関する研究（中間報告） －平成１６    土交通政策研         (57)     
 年度調査ドイツ・フ     究所        
        
韓国ソウルの土地再開発事例              宋 賢富  不動産研究  48(1)  2006.1.10  (53～56) 
 －清渓川の復元開発事業－           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 ３. 地域開発        

        

 (1) 地域開発一般        

        
＜特集＞ 防犯まちづくり －犯罪防止のための環    小出 治ほか  地域政策研究（地方  2005.11.1  (6～49) 
 境設計／犯罪に強いコミュニティをどうつくるか    自治研究機構）     
 、他－            (32)     
        
＜特集＞ 市町村合併後の市町村のあり方 －これ    横道 清孝   自治フォーラム  2005.12   (2～55) 
 からの市町村のあり方／市町村合併後の財政運営        ほか         (555)     
 の課題、他－           
        
検証！市町村合併の現場を歩く－－再編は自治に何    葉上 太郎  ガバナンス  (57)  2006.1   (94～97) 
 をもたらしたのか（９） －飲み込まれる村の軟          
 着陸－－地域自治区           
        
「経営・自治」へ展開する行政評価（９） －官業    後 房雄  ガバナンス  (57)  2006.1   (98～99) 
 の民間開放と業績測定－－市場化テストは行政を          
 変えるか－           
        
福祉ガバナンス－－社会保障新時代への展望（９）    渋川 智明  ガバナンス  (57)  2006.1  (120～122) 
 －高まる医療費抑制圧力とレインボープランの新          
 たな挑戦－           
        
最近の市議会の議員定数の状況     加藤 幸雄  地方財務   (619)  2006.1   (22～29) 
        
首長と職員で自治体を改革する 経営の仕組みで創    淡路 富男  地方財務   (619)  2006.1   (40～50) 
 る住民起点の最適な行政（１）           
        
構想「自治行政学」（１６）              佐々木 信夫  地方財務   (619)  2006.1  (100～111) 
 －自治体職員論（３）－           
        
＜特集＞ 恥ずべき地方政治のジェンダーバランス    岩本 美砂子  都市問題   97(1)  2006.1    (3～31) 
 －自治体におけるジェンダー問題を考える、他－        ほか        
        
＜特集＞ ４７都道府県動向調査「地域団体商標」    菅野 由一   日経グローカル  2006.1.9   (4～23) 
 発足へ 各地でブランド戦略 －第２の「夕張メ        ほか         (478)     
 ロン」候補、全国か           
        
＜特集＞ ２００６年 地域はこう動く －第２期    井上 明彦   日経グローカル  2006.1.9  (24～38) 
 分権改革３つのポイント／地域はこう動く・分野        ほか         (478)     
 別焦点、他－           
        
＜特集＞ 都道府県・政令市全国調査 広がるアウ    若杉 敏也   日経グローカル  2006.1.23  (8～25) 
 トソーシング 総務事務、８割が委託へ         ほか         (479)     
        
官業民間開放の波頭（８）     市川 嘉一   日経グローカル  2006.1.23  (26～35) 
 －ＮＰＯと指定管理者制度（上）－         ほか         (479)     
        
人口減少時代のまちづくり               土堤内 昭雄  ニッセイ基礎研所報  2006.1.26  (55～78) 
 －地域コミュニティの時代へ－            (40)     
        
全国自治体の環境活動マップ－－どの街がどんなア    編集部  地球環境   37(3)  2006.2   (72～85) 
 クション           
        
        

 (2) 地方別状況        

        
中国地方の景気動向（２００５年第Ⅰ四半期）     本郷 満  リサーチ中国  2005.6   (22～25) 
            56(671)     
        
中国地方の景気動向（２００５年第Ⅱ四半期）     林 亜有子  リサーチ中国  2005.9   (14～18) 
            56(674)     
        
大阪経済の動き     編集部  おおさか経済の動き  2005.11 秋季 (4～7) 
             (452)     
        
大阪府景気観測調査結果（平成１７年７～９月期）    編集部  おおさか経済の動き  2005.11 秋季 (8～17) 
             (452)     
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
中小企業の動き －７～９月期概況／景況観測調査    編集部 ほか  おおさか経済の動き  2005.11 秋季  
 総括表／ヒアリング一覧表－            (452)        (20～41) 
        
地域づくりの軌跡－－いつまでも魅力ある良好な住    樋口 信子  地域政策研究（地方  2005.11.1  (50～57) 
 宅地であるために（大阪府池田市） －日本初の    自治研究機構）     
 戸建て分譲住宅地「            (32)     
        
地域づくりの軌跡－－市民のまちづくり意識を奮い    阿波 秀貢  地域政策研究（地方  2005.11.1  (58～68) 
 立たせた萩博物館の建設（山口県萩市）     自治研究機構）     
             (32)     
        
九州における循環型高速道路ネットワークの整備効    甲斐 庸恭   九州経済調査月報  2005.12   (3～13) 
 果         ほか        59(12)     
        
九州の景気の現状と展望                佐久間 美成  九州経済調査月報  2005.12   (15～29) 
 －消費回復はホンモノか？－         ほか        59(12)     
        
＜特集＞ 地域だより・九州 －身近な道路事業の    国土交通省九  道路     (778)  2005.12   (59～67) 
 取組／九州地域における路上工事縮減の取組／女    州地方整備局        
 大橋開通、他－     道路部 ほか        
        
ものづくりイノベーションと地域イノベーションシ    編集部  リサーチ中国  2005.12   (1～20) 
 ステム－－「中国地域経済白書２００５」の概要          56(677)     
        
中国地方の景気動向（２００５年第Ⅲ四半期）     野口 真理子  リサーチ中国  2005.12   (21～24) 
            56(677)     
        
景気ウォッチャー調査（２００５年１１月）     編集部  リサーチ中国  2005.12   (25～49) 
            56(677)     
        
地域づくりの軌跡－－津波への市民防災最前線（和    林 勲男  地域政策研究（地方  2005.12.1  (75～82) 
 歌山県西牟婁郡串本町） －過去に学び、現在を    自治研究機構）     
 見据え、未来の防災            (33)     
        
千葉県内への企業誘致動向調査     関 寛之  ちば経済季報 (63)  2005.12.20 冬季  
                (1～15) 
        
千葉県経済の動き －中小企業動向を中心に－     編集部  ちば経済季報 (63)  2005.12.20 冬季  
               (16～20) 
        
千葉県企業経営動向調査（２２０５年７～９月期）    編集部  ちば経済季報 (63)  2005.12.20 冬季  
               (21～33) 
        
県内経済（秋田県 平成１７年１１月） －需要面    編集部  あきた経済  (320)  2006.1   (29～35) 
 に不振が残るも、持ち直しの動きが広がる－           
        
わが「志政」方針（９） －強い個人、地域コミュ    岩手県知事   ガバナンス  (57)  2006.1   (12～17) 
 ニティーで「現代のジパング」に／「県民参加型        ほか        
 外部評価」で政策評           
        
＜特集＞ 三位一体改革に立ち向かう北海道に －    内田 和男   しゃりばり  (287)  2006.1    (8～25) 
 北海道のこれからと三位一体改革／加速する三位        ほか        
 一体改革と北海道他           
        
産学官でつなぐ創造的ネットワーク －学術・文化    細野 助博  信金中金月報 5(1)  2006.1   (22～50) 
 ・産業ネットワーク多摩の実践と課題－           
        
県内景気の動き（宮城県 平成１７年１１月） －    編集部  調査月報（七十七銀  2006.1    (2～10) 
 全体として景気は、一部に上向きの動きがみられ    行）     (577)     
 るものの、なお足踏           
        
都道府県だより     編集部  都道府県展望 (568)  2006.1   (26～49) 
        
えびすビルプロジェクト（名古屋市錦２丁目長者町    荘 浩介  日経研月報  (331)  2006.1   (50～54) 
 ） －空きビルをファッションとベンチャーのメ          
 ッカに－           
        
関西経済活性化に向けた近畿財務局の試み －大規    財務省近畿財  ファイナンス  2006.1   (32～41) 
 模ヒアリング実施と他機関連携による企業サポー    務局総務部        41(10)     
 ト活動－           
        
地域の話題を訪ねて（５）     高野 泰匡   産業立地   45(1)  2006.1.1  (56～62) 
 －京都府・京都新光悦村、高知県高知市－         ほか        
        
                                                           

 

─ 26 ─ 



表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
自治体トップインタビュー－－変革の旗手たち －    山田 薫  日経グローカル  2006.1.23  (39～41) 
 佐藤栄一・宇都宮市長：決算重視し財政強く、「           (479)     
 もったいない運動」           
        
＜特集＞ 食は北海道にあり－－人気店を作る －    長谷川 豊   しゃりばり  (288)  2006.2   (16～32) 
 「食」起業家への「ことづて」／「スープカレー        ほか        
 北海道発信」の術他           
        
        

 (3) 産業立地        

        

 (4) 海外事情        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅲ 経 済 篇        

        

 １. 日本経済        

        

 (1) 日本経済一般        

        
＜特集＞ 銀行機能低下、デフレ期待と信用乗数     小林 慶一郎  経済分析   (177)  2005.12   (47～92) 
 －日本経済は何故停滞したのか－         ほか        
        
＜特集＞ ２００６年の日本経済の見通し －ＩＴ    水野 和夫   地銀協月報  (546)  2005.12   (28～34) 
 革命とグローバル化により景気循環が短期化、他        ほか        
 －           
        
地方経済天気図（２００５／１２月） －設備投資    編集部  地銀協月報  (546)  2005.12   (39～51) 
 が増勢を強め、生産活動も持ち直すなど、緩やか          
 な景気回復に向けた           
        
財政制度等審議会「平成１８年度予算の編成等に関    財務省主計局  ファイナンス 41(9)  2005.12    (2～8) 
 する建議」     調査課        
        
日本の家計貯蓄率について     石山 嘉英  ファイナンス 41(9)  2005.12   (56～63) 
        
国民経済計算と一次統計 －法人企業統計の研究－    荒井 晴仁  レファレンス  2005.12   (4～15) 
            55(12)     
        
人口動態からみた日本経済の中期展望（２００６～    調査部マクロ  Ｂｕｓｉｎｅｓｓ＆  2006.1    (2～39) 
 ２０１５年度） －来るべき上昇局面に行うべき    経済分析セン  Ｅｃｏｎｏｍｉｃ      
 ことは何か－     ター  Ｒｅｖｉｅｗ 16(1)     
        
団塊の世代はリスクを取るか     稲本 滋  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2006.1   (34～38) 
      ｃｅ     36(1)     
        
最近の物価変動の要因分析と金融政策の行方 －デ    角田 匠  信金中金月報 5(1)  2006.1   (51～67) 
 フレ圧力の低下で量的緩和解除に向けた基金は徐          
 々に整う－           
        
経済見通し：実質成長率は０５年度２．５％、０６    角田 匠  信金中金月報 5(1)  2006.1  (101～116) 
 年度２．１％と予測 －構造調整の一巡で０６年          
 度にかけて民需主導           
        
＜特集＞ ２０１０年の日本 －雇用社会から起業    山田 澤明   知的資産創造 14(1)  2006.1    (4～59) 
 社会へ／セカンドライフ・イノベーション、他－        ほか        
        
ソーシャル・キャピタルからみた日本経済（１１）    稲葉 陽二  日経研月報  (331)  2006.1   (18～25) 
 －ソーシャル・キャピタルをどう醸成するか－－          
 経済格差との関連－           
        
景気循環を語る（１４） －日本における景気循環    飯星 博邦   日経研月報  (331)  2006.1   (26～35) 
 の構造変化－－複数の構造変化点を付加したマル        ほか        
 コフ・スイッチング           
        
＜特集＞ 逆手に取る２００７年問題 －総論／Ｉ    中山 力ほか  日経ものづくり  2006.1   (48～69) 
 Ｔ化のチャンス／「現代の名工」への道－            (616)     
        
２００５・２００６年度経済見通し     櫨 浩一  ニッセイ基礎研ＲＥ  2006.1    (2～7) 
 －近づくデフレ脱却の時－     ＰＯＲＴ   (106)     
        
就業継続と国際分業で拓く明日－－グローバル化の    河越 正明  日本経済研究センタ  2006.1   (26～30) 
 中の高齢化     ー会報    (939)     
        
２００６年度の内外経済金融の展望      永井 敏彦   農林金融   59(1)  2006.1    (2～14) 
 －長期停滞から脱出する日本経済－         ほか        
        
底堅さ増す２００６年のわが国経済     編集部  マンスリー・レビュ  2006.1    (2～3) 
      ー     
        
自律的な回復軌道に入った日本経済 －企業収益と    武田 淳  みずほリサーチ  2006.1    (6～9) 
 家計所得の改善で国内民間需要の拡大持続－            (46)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
中期経済予測２００６－２０１０ －「地域格差」    森田 京平   財界観測   69(1)  2006.1.1   (4～67) 
 と「所得格差」から描くデフレ後の日本および地        ほか        
 域経済－           
        
政策課題：経済産業をめぐる４つの課題     経済産業委員  立法と調査  2006.1.1 別冊  
      会調査室           (42～46) 
        
主要１３シンクタンク・金融機関の０６年度予測     塚田 健太  エコノミスト 84(2)  2006.1.10 合併  
 －５年連続のプラス成長を予測 見通し総括も強             (44～46) 
 気の表現－           
        
日本経済の復活は本物か－－デフレ脱却近いが、前    浜田 宏一  エコノミスト 84(2)  2006.1.10 合併  
 途には難問も －「めでたさも 中くらいなり              (68～71) 
 おらが春」－           
        
＜特集＞ ２００６年度経済見通し           編集部  東洋経済統計月報  2006.2   (12～21) 
 －成長率鈍化するも、デフレ脱却へ－            66(2)     
        
        

 (2) 経済政策        

        

 (3) 財  政        

        
事業目的別歳入債券の有効活用に関する研究     国土交通省国  国土交通政策研究  2005.10   (1～105) 
      土交通政策研         (56)     
      究所        
        
＜特集＞ 国庫収支     財務総合政策  財政金融統計月報  2005.10   (1～81) 
      研究所         (642)     
        
行政改革・構造改革の比較的視点            古川 俊一  公営企業   37(9)  2005.12   (2～14) 
 －結果を出すには－           
        
分権時代の地方税財政制度（９）     池上 岳彦  自治フォーラム  2005.12   (61～64) 
 －財政調整制度の意義－            (555)     
        
公会計における財務情報の充実     財務省公会計  ファイナンス 41(9)  2005.12   (16～27) 
      室        
        
国税不服審判所アラカルト     国税不服審判  ファイナンス 41(9)  2005.12   (28～47) 
      所国税審判官        
        
「財務省・国税庁国民保護計画」について     財務省総合政  ファイナンス 41(9)  2005.12   (48～53) 
      策課企画官室        
        
業績予算と予算のミクロ改革（下）     田中 秀明  行政管理研究 (112)  2005.12.25 (43～62) 
 －コントロールとマネジメントの相克－           
        
統計・白書を読む：総務省「地方財政白書 平成１    統計・白書分  金融ジャーナル  2006.1   (48～51) 
 ７年度版（平成１５年度決算）」 －一般財源比    析研究会         47(1)     
 率の低下が続く－           
        
＜特集＞ 「小さな政府」は可能なのか？ －なぜ    本間 正明   経済セミナー (612)  2006.1   (13～39) 
 いま「小さな政府」をめざすのか／郵政民営化の        ほか        
 インパクト、他－           
        
道路特定財源のありかた     日本交通政策  高速道路と自動車  2006.1   (58～61) 
      研究会         49(1)     
        
協議制移行で求められる地方債の発行管理の考え方    小西 砂千夫  地方財務   (619)  2006.1    (2～21) 
 と手法（１） －協議制移行で何が変わったか－          
        
政府保有ＮＴＴ株式の売却経緯     財務省理財局  ファイナンス  2006.1   (10～17) 
      総務課        41(10)     
        
我が国の国庫制度 －対民収支編－     財務省国庫課  ファイナンス  2006.1   (18～31) 
            41(10)     
        
消費税見直し論議本格化の兆しと先進諸国の消費税    編集部  マンスリー・レビュ  2006.1    (4～5) 
      ー     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
政策課題：財政金融の政策課題     財政金融委員  立法と調査  2006.1.1 別冊  
      会調査室           (23～27) 
        
企業会計原則からみた国の財務書類（下） －個々    富田 俊基  金融財政事情 57(1)  2006.1.2 合併  
 の特別会計や独立行政法人の財務書類の分析がコ             (59～62) 
 ストカットにつなが           
        
大正生まれは考える－－郵貯は現代の戦艦大和だ     神崎 倫一  エコノミスト 84(2)  2006.1.10 合併  
               (47～49) 
        
消費税率引き上げシミュレーション －２段階引き    白石 浩介   エコノミスト 84(3)  2006.1.17  (30～35) 
 上げ後の「１０％」で財政再建は可能、他－         ほか        
        
改革は大幅後退－－ムダ遣いが止まらない特別会計    北沢 栄  エコノミスト 84(4)  2006.1.24  (68～70) 
 は制度そのものを廃止せよ           
        
「巨額の財政赤字」は本当か －「借金８００兆円    菊池 英博   エコノミスト 84(5)  2006.1.31  (74～83) 
 」でも財政危機ではない、他－         ほか        
        
役員報酬課税の問題点と方向性     品川 芳宣  ＪＩＣＰＡジャーナ  2006.2   (39～43) 
      ル      18(2)     
        
２０１０年の地方の財務運営      石上 圭太郎  知的資産創造 14(2)  2006.2   (20～35) 
 －求められる財政から財務への転換－         ほか        
        
Ｔｈｅ ｃｈａｎｇｉｎｇ ｆａｃｅ ｏｆ Ｊａｐａｎｅｓｅ  Ｌｅａｈｙ，     ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.6  (166～168) 
 ｂｏｒｒｏｗｉｎｇ  Ｃｈｒｉｓ   ほか        (434)     
        
        

 (4) 設備投資動向        

        
２００５年度 地域別設備投資計画調査の概要     日本政策投資  産業立地   45(1)  2006.1.1  (63～66) 
      銀行地域企画        
      部        
        
投資内容の変化                    渡部 速夫  エコノミスト 84(4)  2006.1.24  (74～76) 
 －競争力強化を目指す戦略的設備投資－           
        
        

 (5) 貿易・国際収支        

        
外為案件における管理者の与信判断の基礎（１０３    渡辺 顕一郎  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2006.1   (68～73) 
 ）     ｃｅ     36(1)     
        
ＷＴＯ香港閣僚会議、結論は先送りに          石堂 徹生  世界週報   87(2)  2006.1.7  (24～27) 
 －次は上限関税で日本に集中砲火も－           
        
日本の貿易構造 －日本は世界に冠たる「産業大国    吉崎 達彦  エコノミスト 84(4)  2006.1.24  (77～79) 
 」かつ「債権大国」－           
        
        

 (6) 対外経済関係        

        
開発援助における結果重視マネジメント     田辺 智子  レファレンス  2005.12   (40～69) 
 －わが国のＯＤＡ評価への示唆－           55(12)     
        
国税庁・ＪＩＣＡのベトナム税務行政整備支援プロ    国税庁国債業  ファイナンス  2006.1   (42～55) 
 ジェクトについて     務課  ほか        41(10)     
        
マレーシアとの経済連携協定の分析      財務省関税局  貿易と関税  54(1)  2006.1   (24～34) 
 －関税撤廃・原産地規則・知的財産権を中心に－          
        
        
        
        
        
        

 ２. 通貨・金融        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (1) 通貨・金融一般        

        
金融不安・低金利と通貨需要：「家計の金融資産に    塩路 悦朗   金融研究   24(4)  2005.12.19  (1～50) 
 関する世論調査」を用いた分析         ほか        
        
バーゼルⅡ（新しい自己資本比率規制）について     金融庁監督局  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2006.1    (6～21) 
      総務課  ｃｅ     36(1)     
        
与謝野馨金融担当大臣に聞く－－自らの責任でリス    倉田 勲  金融財政事情 57(1)  2006.1.2 合併  
 クをとる正常な金融の復活へ              (48～51) 
        
わが国におけるバーゼルⅡ「第二の柱」の実施方針    金融庁監督局  金融財政事情 57(1)  2006.1.2 合併  
 －金融機関に対し「自己管理型」のリスク管理を    総務課監督調           (63～68) 
 促す－     査室        
        
        

 (2) 証券市場        

        
＜特集＞ 債券運用の新潮流 －国債管理政策と債    平山 賢一   証券アナリストジャ  2005.12   (2～88) 
 券運用／わが国の物価連動国債／物価連動国債の        ほか  ーナル   43(12)     
 インフレ予測力、他           
        
新型個人向け国債の発行開始について     財務省国債企  ファイナンス  2006.1    (4～9) 
      画課        41(10)     
        
新基準に基づくデフォルト率を発表      北原 一功   レーティング情報  2006.1    (2～12) 
 －証券化商品の格付推移行列も定義を一部変更－        ほか         9(1)     
        
ハイブリッド証券 優先株の実例検証 －経営再建    格付本部ハイ  レーティング情報  2006.1   (13～23) 
 時の信用力を下支え。出口戦略次第で財務改善鈍    ブリッド証券         9(1)     
 化も－     検討グループ        
        
格付けに明るい将来はあるのか（２） －目立つ日    仲 重蔵  世界週報   87(1)  2006.1.10 合併  
 本市場のいびつさと公募事業債の低迷－              (48～51) 
        
親会社と子会社の格付けの考え方 －グループ経営    高橋 成美  レーティング情報  2006.2    (2～7) 
 が増える中、グループのリスクを過不足なく信用           9(2)     
 力に反映－           
        
        

 (3) 国際通貨金融        

        
新年為替市場の展望     編集部  経済の進路  (526)  2006.1   (12～15) 
        
ＩＭＦの経済プログラムと今後の課題（１）       大田 英明  国際金融  (1158)  2006.1.1  (26～33) 
 －必要とされる分析フレームワークの見直し－           
        
ＢＲＩＣｓがグローバル・インバランスに及ぼすイ    小野 有人  国際金融  (1158)  2006.1.1  (36～42) 
 ンパクト －外貨準備増大を通じた資本輸出の持          
 続可能性を探る－           
        
アジアの通貨制度と日本の国益 －円の孤立を避け    塚崎 公義  国際金融  (1158)  2006.1.1  (44～49) 
 るために、日韓の為替協調を模索すべき－           
        
アジア主要国の国際収支動向と変化をもたらし得る    田口 はるみ  国際金融  (1158)  2006.1.1  (52～59) 
 要因           
        
＜特集＞ 為替「新局面」 －「株高・円安」から    宇野 大介   エコノミスト 84(3)  2006.1.17  (18～29) 
 「株高・円高」／日銀・量的緩和解除と米利上げ        ほか        
 の綱引き、他－           
        
        

 (4) 海外事情        

        
金融商品の公正価値測定における大量保有要因を巡    森 毅  ＩＭＥＳ ＤＩＳＣ  2005.12   (1～34) 
 る論点     ＵＳＳＩＯＮ ＰＡ     
      ＰＥＲ ＳＥＲＩＥ     
      Ｓ（日本語版）     
             (24)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
世界各国の金融経済情勢を読む（３３） －世界の    藤川 鉄馬  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2006.1   (59～65) 
 悲しい矛盾「途上国の栄養不足と肥満（下）」－    ｃｅ     36(1)     
        
アジアの通貨安定性の確立について －アジアの人    岡地 勝二  貿易と関税  54(1)  2006.1   (35～40) 
 々はアジアの通貨安定性についてどのように考え          
 ているのか（１）－           
        
米国の中小企業向け貸出と公的金融制度の発展（５    高月 昭年  国際金融  (1158)  2006.1.1  (62～65) 
 ）           
        
米国プライベートエクイティファンド（２・完）     堀内 秀晃  ＮＢＬ    (825)  2006.1.15  (67～74) 
        
「金融政策のわかりやすさ」がモットーのバーナン    内閣府経済社  金融財政事情 57(2)  2006.1.16  (39～41) 
 キ次期ＦＲＢ議長 －インフレ目標も市場とのコ    会総合研究所        
 ミュニケーション・           
        
米国の格付け業界動向 「信用格付機関複占除去法    後 勝之  レーティング情報  2006.2   (36～39) 
 案」をめぐる論議            9(2)     
        
Ｆｉｎａｎｃｉａｌ ｓｔａｂｉｌｉｔｙ， ｍｏｎｅｔａｒｙ  Ｆｉｓｈｅｒ，    ＱＵＡＲＴＥＲＬＹ   2005.11  (440～451) 
 ｓｔａｂｉｌｉｔｙ ａｎｄ ｐｕｂｌｉｃ ｐｏｌｉｃｙ  Ｃｈａｙ    ほか ＢＵＬＬＥＴＩＮ     
             45(4)     
        
Ｓｔａｂｉｌｉｓｉｎｇ ｓｈｏｒｔ－ｔｅｒｍ         Ｍａｃ Ｇｏｒａｉｎ ＱＵＡＲＴＥＲＬＹ   2005.11  (462～470) 
 ｉｎｔｅｒｅｓｔ ｒａｔｅｓ  Ｓｅａｍｕｓ  ＢＵＬＬＥＴＩＮ     
             45(4)     
        
ＵＫ ｍｏｎｅｔａｒｙ ｐｏｌｉｃｙ ： ｔｈｅ   Ｌｏｍａｘ，     ＱＵＡＲＴＥＲＬＹ   2005.11  (483～488) 
 ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ ｃｏｎｔｅｘｔ  Ｒａｃｈｅｌ  ＢＵＬＬＥＴＩＮ     
             45(4)     
        
Ｃｈａｌｌｅｎｇｉｎｇ ｔｉｍｅｓ ｆｏｒ          Ｌａｍｂｅｒｔ，   ＱＵＡＲＴＥＲＬＹ   2005.11  (497～502) 
 ｍｏｎｅｔａｒｙ ｐｏｌｉｃｙ  Ｒｉｃｈａｒｄ  ＢＵＬＬＥＴＩＮ     
             45(4)     
        
Ｍｏｎｅｔａｒｙ ｐｏｌｉｃｙ ｃｈａｌｌｅｎｇｅｓ     Ｗａｌｔｏｎ，    ＱＵＡＲＴＥＲＬＹ   2005.11  (503～506) 
 ｆａｃｉｎｇ ａ ｎｅｗ ＭＰＣ ｍｅｍｂｅｒ  Ｄａｖｉｄ  ＢＵＬＬＥＴＩＮ     
             45(4)     
        
Ａｌａｎ Ｇｒｅｅｎｓｐａｎ ： Ｍｏｎｅｔａｒｙ  Ｅｄｉｔｏｒｓ  ＴＨＥ   2006.1.14  (67～69) 
 ｍｙｏｐｉａ     ＥＣＯＮＯＭＩＳＴ     
           378(8460)     
        
        
        
        
        
        

 ３. 海外経済        

        

 (1) 世界経済一般        

        
物価ウオッチング      サイエッド   ジェトロセンサー  2006.2   (38～41) 
 －カラチ／ムンバイ／バンガロール－     美登利 ほか        56(663)     
        
世界のビジネス潮流を読む －世界／米国／メキシ    大木 博巳   ジェトロセンサー  2006.2   (56～71) 
 コ／ＥＵ／ロシア／パキスタン／中国／アフリカ        ほか        56(663)     
 －           
        
Ａｓ ｓｐｒｅａｄｓ ｔｉｇｈｔｅｎ ｔｈｅ ｗｏｒｌｄ  Ｐａｕｌ，      ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.3  (136～143) 
 ｇｅｔｓ ｒｉｓｋｉｅｒ  Ｐｅｄｚｉｎｓｋｉ         (431)     
        
        

 (2) アジア地域        

        
インドネシア２００６年経済センサスの概要     総務省統計研  経済統計研究 33(3)  2005.12   (30～34) 
      修所研究官室        
        
「労働紛争」時代を迎える中国     安室 憲一  Ｉｎｔ’ｌｅｃｏｗ  2006.1    (9～10) 
      ｋ－国際経済労働研     
      究      61(1)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
東アジア経済の動向－－経済統合に向かうＡＳＥＡ    淺見 正義  産業能率   (586)  2006.1   (10～14) 
 Ｎ＋３           
        
中国経済の深層を探る（５）     張 主恩  日経研月報  (331)  2006.1   (36～40) 
 －中国最新医療事情－           
        
東アジア共同体への道－－多様性と異質性を超えて    山影 進  日本経済研究センタ  2006.1   (12～18) 
 （１） －共同体の理念－     ー会報    (939)     
        
中国政府の今後５年間の経済運営方針     編集部  マンスリー・レビュ  2006.1   (12～13) 
      ー     
        
自治体トップインタビュー－－変革の旗手たち －    石塚 慎司  日経グローカル  2006.1.9  (39～41) 
 石川雅己・千代田区長（東京都）：「競創」で日           (478)     
 本を元気に、能力主           
        
復旦大学リポート：中国経済最新分析（３）     樊 勇明  東洋経済  (5998)  2006.1.14  (66～67) 
 －質重視の安定成長目指す新５カ年計画－           
        
経済成長の落とし穴 －政府の景気引き締め政策で    柯 隆  エコノミスト 84(4)  2006.1.24  (36～37) 
 は過熱する中国経済を冷やせない－           
        
太平洋上諸国の資源的諸課題とわが国の対応     中島 洋  資源テクノロジー  2006.1.25  (2～14) 
            57(300)     
        
＜特集＞ そこが知りたかった！決定版：中国の「    西村 豪太   東洋経済  (6000)  2006.1.28  (28～81) 
 新事実」 －噴出し続ける成長エネルギー、他－        ほか        
        
統計の大幅修正－－揺らぐ中国国家統計への信認     真家 陽一   エコノミスト 84(5)  2006.1.31  (84～87) 
 －０４年ＧＤＰを大幅上方修正／軍事費への疑問        ほか        
 、他－           
        
世界が持てはやす「経済大国」の暗部          増山 榮太郎  世界週報   87(4)  2006.1.31  (18～21) 
 －巨象インド見聞録－            
        
「小さな大国」へ歩を進めるベトナム     真木 真理  世界週報   87(4)  2006.1.31  (22～25) 
 －外資優遇策が奏功し、投資が増加－           
        
経済成長の陰で進む中国の深刻な環境汚染     信太 謙三  世界週報   87(4)  2006.1.31  (56～57) 
        
「東アジア共同体」」は幻想だ －日中韓には宿命    中嶋 嶺雄  ＶＯＩＣＥ  (338)  2006.2  (128～135) 
 的な「文化的・文明的違和」がある－           
        
＜特集＞ メコン開発がインドシナの物流を変える    井田 浩司   ジェトロセンサー  2006.2    (8～25) 
 －陸路物流実現で期待される輸送日数の短縮、他        ほか        56(663)     
 －           
        
純粋持ち株会社の格付けアプローチ －構造的劣後    大嶋 敦子  レーティング情報  2006.2    (8～13) 
 性を反映したノッチダウンが原則－－一体性強け           9(2)     
 れば同格も－           
        
Ｙｅｔ ａｎｏｔｈｅｒ ｇｏｌｄ ｒｕｓｈ  Ｌｅａｈｙ，     ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.3  (114～118) 
   Ｃｈｒｉｓ         (431)     
        
Ａ ｔａｌｅ ｏｆ ｔｗｏ ｗｏｒｌｄｓ ：         Ｌｅａｈｙ，     ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.6  (158～164) 
 Ｃｈｉｎａ’ｓ ｍａｒｋｅｔｓ  Ｃｈｒｉｓ         (434)     
        
Ｃｈｉｎａ’ｓ ｅｃｏｎｏｍｙ ： Ａ   Ｈｅｒｄ，      ＴＨＥ ＯＥＣＤ   2005.9   (13～18) 
 ｒｅｍａｒｋａｂｌｅ ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ  Ｒｉｃｈａｒｄ ほか ＯＢＳＥＲＶＥＲ     
             (251)     
        
Ｃｈｉｎａ’ｓ Ｂ－ｓｃｈｏｏｌ ｂｏｏｍ ： Ｍｅｅｔ  Ｌａｖｅｌｌｅ，   ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2006.1.9 合併  
 ｔｈｅ ｎｅｗ ｍａｎａｇｅｒｉａｌ ｃｌａｓｓ ｉｎ  Ｌｏｕｉｓ   ほか ＷＥＥＫ        (54～59) 
 ｔｈｅ ｍａｋｉｎｇ           (3946)     
        
        

 (3) 中近東地域        

        
Ｓａｕｄｉ Ａｒａｂｉａ ： Ａ ｌｏｎｇ ｗａｌｋ  Ｒｏｄｅｎｂｅｃｋ， ＴＨＥ   2006.1.7 別頁  
   Ｍａｘ  ＥＣＯＮＯＭＩＳＴ         (1～12) 
           378(8459)     
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (4) 西欧地域        

        
欧州統合の展望 －直接投資ルートで進展する域内    河村 小百合  Ｂｕｓｉｎｅｓｓ＆  2006.1   (72～89) 
 経済格差の平準化－     Ｅｃｏｎｏｍｉｃ      
      Ｒｅｖｉｅｗ 16(1)     
        
ＥＵ法の最前線（６９） －環境侵害行為に対する    西連寺 隆行  貿易と関税  54(1)  2006.1   (74～70) 
 刑事罰導入を構成国に義務づけるＥＣの権限－           
        
海外経済ウオッチ（欧州）      大川 昌男  世界週報   87(2)  2006.1.7  (54～55) 
 －欧州中央銀行の利上げについて－           
        
Ｅｃｏｎｏｍｉｃ ｓｔａｂｉｌｉｔｙ ａｎｄ ｔｈｅ   Ｂａｋｅｒ，Ｋａｔｅ ＱＵＡＲＴＥＲＬＹ   2005.11  (489～496) 
 ｂｕｓｉｎｅｓｓ ｃｌｉｍａｔｅ     ＢＵＬＬＥＴＩＮ     
             45(4)     
        
Ｂｒｉｔａｉｎ ： Ｒａｃｅ ｒｅｌａｔｉｏｎｓ ／  Ｅｄｉｔｏｒｓ  ＴＨＥ   2006.1.7  (55～58) 
 Ｐａｃｋａｇｅ ｈｏｌｉｄａｙｓ ／Ｃｏｎｇｅｓｔｉｏｎ     ＥＣＯＮＯＭＩＳＴ     
 ｃｈａｒｇｉｎｇ ／Ｂａｇｅｈｏｔ，ｅｔｃ．          378(8459)     
        
Ｂｒｉｔａｉｎ ： Ａｎｔｉ－ｓｏｃｉａｌ          Ｅｄｉｔｏｒｓ  ＴＨＥ   2006.1.14  (57～60) 
 ｂｅｈａｖｉｏｕｒ ／ Ｇｅｏｒｇｅ Ｇａｌｌｏｗａｙ     ＥＣＯＮＯＭＩＳＴ     
 ／ Ｐｏｌｉｔｉｃｓ ／ Ｂａｇｅｈｏｔ ，ｅｔｃ．          378(8460)     
        
Ｂｒｉｔａｉｎ ： Ｓｅｘ ａｂｕｓｅｒｓ ａｎｄ   Ｅｄｉｔｏｒｓ  ＴＨＥ   2006.1.21 別頁  
 ｓｃｈｏｏｌｓ ／Ｒｏｗｓ ｉｎ ｐａｒｌｉａｍｅｎｔ      ＥＣＯＮＯＭＩＳＴ        (55～58) 
 ／Ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ ，ｅｔｃ．          378(8461)     
        
        

 (5) 東欧地域        

        
ソブリンレポート：ルーマニア      内藤 寿彦  ＪＣＲ格付け (179)  2006.1   (43～47) 
 －０７年１月のＥＵ加盟実現の可能性が高まる－          
        
Ｒｕｓｓｉａｎ ｒｏｕｌｅｔｔｅ   Ａｒｉｓ，Ｂｅｎ  ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.1   (44～49) 
             (429)     
        
        

 (6) 北米地域        

        
米国税制改革諮問委員会の報告書について     財務省主税局  ファイナンス  2006.1   (56～69) 
      調査課        41(10)     
        
アメリカにおける固定資産評価を巡る動き －外部    平山 和典   不動産研究  48(1)  2006.1.10  (57～60) 
 委託先の選定方法と先進的な大量評価の試みの紹        ほか        
 介－           
        
海外経済ウオッチ（Ｕ．Ｓ．）     新形 敦  世界週報   87(1)  2006.1.10 合併  
 －ブッシュ政権の経済政策の行方－              (68～69) 
        
対症療法の集積で実効性を確保するアメリカの金融    高月 昭年  金融財政事情 57(2)  2006.1.16  (46～50) 
 消費者保護 －次々と起こる新しい問題の前にグ          
 ラウンドデザインは           
        
海外経済ウオッチ（Ｕ．Ｓ．）     眞銅 竜日郎  世界週報   87(3)  2006.1.24  (52～53) 
 －中間選挙、堅調な経済、戦時体制がカギ－           
        
ＵＳ ｅｘｃｈａｎｇｅｓ ｒｅｔｏｏｌ ｆｏｒ        Ｃｏｒｒｉｅ，    ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.2   (50～55) 
 ｃｏｎｓｏｌｉｄａｔｉｏｎ  Ａｎｔｏｎｙ         (430)     
        
Ｔｈｅ ｃｕｒｉｏｕｓ ｉｎｃｉｄｅｎｔ ｏｆ ｔｈｅ  Ａｖｅｒｙ，     ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.4   (32～46) 
 ｓｈａｒｅｓ ｔｈａｔ ｄｉｄｎ’ｔ ｅｘｉｓｔ  Ｈｅｌｅｎ   ほか        (432)     
        
        

 (7) 中南米地域        

        
海外経済ウオッチ（中南米）              堀坂 浩太郎  世界週報   87(4)  2006.1.31  (54～55) 
 －注目されるボリビア先住民新大統領の動静－           
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (8) アフリカ地域        

        

 (9) オセアニア地域        

        
Ａｗａｋｅ Ａｕｓｔｒａｌｉａ ｆａｉｒ  Ｌｅａｈｙ，     ＥＵＲＯＭＯＮＥＹ  2005.4   (68～70) 
   Ｃｈｒｉｓ         (432)     
        
        
        
        
        
        

 ４. 経済理論        

        

 (1) 経済理論        
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅳ 企業・経営篇        

        

 １. 企業一般        

        

 (1) 企業動向一般        

        
外資系企業による雇用創出と雇用喪失：「外資系企    早川 和伸   経済統計研究 33(3)  2005.12   (35～52) 
 業動向調査」を用いたパネルデータ分析         ほか        
        
情報を生かす（６）                  大倉 克美  化学経済   53(1)  2006.1  (119～122) 
 －今後のＪＳＴ科学技術情報サービスの方向性－          
        
第三セクター処理の合意形成と行政管理（下）     金井 利之  自治研究   82(1)  2006.1   (92～113) 
        
＜特集＞ 大買収時代の企業経営と資本市場 －Ｍ    大崎 貞和   日本経済研究センタ  2006.1   (44～51) 
 ＆Ａと市場をめぐる制度改革の課題／Ｍ＆Ａの課        ほか  ー会報    (939)     
 題と展望－           
        
事業再生に伴う税務問題     志田 康雄  事業再生と債権管理  2006.1.5 冬季  
 －平成１７年度税制改正を中心として－            19(4)       (132～145) 
        
早期事業再生のための民間活力による私的再生と法    高木 新二郎  事業再生と債権管理  2006.1.5 冬季  
 的再生            19(4)       (146～158) 
        
発想力で伸びる会社 －発想力の源泉は作り手では    秋元 真理子  エコノミスト 84(2)  2006.1.10 合併  
 なく顧客にある／岡野雅行・岡本工業代表社員イ             (86～91) 
 ンタビュー－           
        
敵対的買収は企業業績にどのような影響を与えるか    鈴木 一功  金融財政事情 57(2)  2006.1.16  (33～38) 
 －村上ファンド保有２２社の実証分析－           
        
Ｍ＆Ａの実務（２） －法務デューディリジェンス    国谷 史朗   ＪＩＣＰＡジャーナ  2006.2   (48～57) 
 の実際／財務デューディリジェンスの実務－         ほか  ル      18(2)     
        
マーケットを読む（平成１７年１２月 Ｍ＆Ａ）     編集部  ＭＡＲＲ（マール）  2006.2   (16～17) 
 －月間最高件数、２４カ月連続更新－            (136)     
        
Ｍ＆Ａ戦略と法務：ポストマージャー（下）     淵邊 善彦   ＭＡＲＲ（マール）  2006.2   (20～23) 
 －Ｍ＆Ａ後の統合プロセスについて－         ほか         (136)     
        
投資ファンドの現状 －激化するファンド間競争－    澤田 英之  ＭＡＲＲ（マール）  2006.2   (30～33) 
             (136)     
        
Ｍ＆Ａでみる日本の産業新地図（２０）      伊藤 真啓  ＭＡＲＲ（マール）  2006.2   (36～39) 
 －給食業界：再編機運高まる給食業界－            (136)     
        
Ｍ＆Ａ会計士がゆく（３４）     澤村 八大  ＭＡＲＲ（マール）  2006.2   (42～45) 
 －親子間合併の会計処理－            (136)     
        
敵対的買収防衛策について     経済産業省産  技術と経済  (468)  2006.2   (14～31) 
      業組織課        
        
        

 (2) 海外投資        

        
企業の国際戦略（６） －世界の盟主交代が視野に    佃 義夫  世界週報  86(46)  2005.12.6   (6～9) 
 入ったトヨタのグローバル戦略－－トヨタ自動車          
 ㈱－           
        
海外ビジネスの経営と法から学ぶ（８２） －中国    鈴木 康二  Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎ  2006.1   (76～81) 
 とタイの政府に外資系中小企業支援策はない－     ｃｅ     36(1)     
        
企業の国際戦略（７） －「基礎固め」から「攻め    稲田 日出男  世界週報   87(1)  2006.1.10 合併  
 」転換へ－－全日本空輸㈱－         ほか           (44～45) 
        
＜特集＞ ２００６年のアジアはどうなる？－－各    藤井 伸夫   Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2006.1.15 合併  
 業界からの提言 －アジアのインフラ／住友商事        ほか  ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ         (6～23) 
 ／キャノン、他－            18(1)     
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
中国進出の戦略転換                  筧 武雄  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2006.1.15 合併  
 －２００５年の進出データ（上）－     ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ        (24～31) 
             18(1)     
        
タイを追い上げるベトナム               松田 建  Ａｓｉａ Ｍａｒｋ  2006.1.15 合併  
 －工業団地数はタイの倍以上－     ｅｔ Ｒｅｖｉｅｗ        (52～54) 
             18(1)     
        
企業の国際戦略（８） －欧州車をライバルにした    森 玲  世界週報   87(3)  2006.1.24  (32～35) 
 コンパクトカーづくり－－スズキ㈱－           
        
        

 (3) 海外事情        

        
Ａｎ ｅｎｅｒｇｅｔｉｃ ａｎｄ ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ  Ｂｒａｄｌｅｙ，   ＡＣＱＵＩＳＩＴＩＯＮＳ  2005.12 付録 (4～12) 
 ｍａｒｋｅｔ  Ｓａｎｄｒｉｎｅ  ＭＯＮＴＨＬＹ     
             (254)     
        
Ｈｅｄｇｅ ｆｕｎｄｓ ｇｅｔ ｃｌｉｐｐｅｄ ：      Ｒｏａｎｅ，     Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2006.1.9  (49～51) 
 Ｓｌｉｍ ｇａｉｎｓ ａｎｄ ｓｃａｎｄａｌｓ ｔｕｒｎ  Ｋｉｔ Ｒ．  ＷＯＲＬＤ      
 ｏｆｆ ｉｎｖｅｓｔｏｒｓ     ＲＥＰＯＲＴ     
            140(1)     
        
        
        
        
        
        

 ２. 中小企業        

        

 (1) 中小企業一般        

        
情報ネットワーク化と中小企業     高取 敏夫  中小企業季報 (135)  2005.10.20  (1～10) 
        
＜特集＞ 中小企業のマーケティング戦略（３）     八幡 一秀  商工金融  55(12)  2005.12   (4～16) 
 －商店街生き残りのマーケティング戦略－－地域          
 との共生・協働のま           
        
中小企業の生き残り戦略     高木 健紀  商工金融  55(12)  2005.12   (19～43) 
        
＜特集＞ 未来へつなぐ大学発ベンチャー －カー    武笠 幸一   化学工業   57(1)  2006.1    (1～82) 
 ボンナノチューブを用いた次世代バイオセンサ、        ほか        
 他－           
        
中小企業金融の現在を明らかにする     植杉 威一郎  経済産業ジャーナル  2006.1   (56～59) 
             39(1)     
        
＜特集＞ 中小企業の人材活用、人材育成（１）     三井 逸友  商工金融   56(1)  2006.1    (9～37) 
 －中小企業の労働問題の今日的様相－－中小企業          
 の人材活用、人材育           
        
団塊世代を中心とした中小企業の雇用動向調査（２    商工中金調査  商工金融   56(1)  2006.1   (64～79) 
 ００５年８月調査）     部        
        
中小企業の会計に関する指針の内容と導入の意義・    間下 聡  信金中金月報 5(1)  2006.1   (68～82) 
 影響 －会計参与制度の普及と金融機関からの中          
 小企業への動機付け           
        
金融機関の窓口からみた中小企業向け貸出、信用保    総合研究所  信用保険月報 49(1)  2006.1   (10～15) 
 証付貸出等の動向に関する調査結果の概要（２０          
 ０５年度下期見通し           
        
中小企業景況調査（２００５年１１月調査概要）     浅井 康一郎  中小公庫マンスリー  2006.1   (44～47) 
             53(1)     
        
変わる中小企業金融（６）      斉藤 卓也  調査月報（国民生活  2006.1   (14～15) 
 －証券化を活用した融資拡大の可能性－     金融公庫）  (537)     
        
生業の光景（４） －喜寿を超えた現役達－     鵜飼 信一  調査月報（国民生活  2006.1   (32～35) 
      金融公庫）  (537)     
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
キラリ輝く中小企業 －日本電鍍工業（めっき加工    森野 進  日経ものづくり  2006.1  (158～163) 
 、埼玉県さいたま市）／中央化工機（粉体機械、           (616)     
 愛知県豊明市）－           
        
ソーシャル・ベンチャーとガバナンスの構造 －ガ    神座 保彦  ニッセイ基礎研ＲＥ  2006.1    (8～15) 
 バナンス「される」主体としての社会起業家－     ＰＯＲＴ   (106)     
        
ベンチャー企業・新事業と産業集積     下平尾 勲  産業立地   45(1)  2006.1.1  (48～55) 
        
        

 (2) 中小企業対策        

        
中小企業金融におけるＣＬＯ（貸付債権担保証券）    野村 敦子  Ｂｕｓｉｎｅｓｓ＆  2006.1   (40～71) 
 活用の現状と課題     Ｅｃｏｎｏｍｉｃ      
      Ｒｅｖｉｅｗ 16(1)     
        
        

 (3) 海外事情        

        
        
        
        
        
        

 ３. 企業経営        

        

 (1) 企業経営一般        

        
株主総会をめぐる諸相と敵対的企業買収防衛策     柴田 和史  商事法務  (1753)  2005.12.25  (4～8) 
 －２００５年版株主総会を読んで－           
        
時代のカタリスト（３７）     熊切 浩明  ＪＭＡマネジメント  2006.1   (30～33) 
 －メディアが変わり始めている－     レビュー   12(1)     
        
起業という人生（１０） －ケータイが安心空間を    笹倉 豊喜  ＪＭＡマネジメント  2006.1   (44～47) 
 つくる－－画期的なセキュリティ技術を開発－     レビュー   12(1)     
        
アーリー ウォーニング（２） －業界の変化と不    岡村 亮  ＪＭＡマネジメント  2006.1   (62～63) 
 確実性－－ハイテク産業が抱える３つの環境要因    レビュー   12(1)     
 －           
        
営業秘密管理指針の改訂     経済産業省知  経済産業ジャーナル  2006.1   (32～35) 
      的財産政策室         39(1)     
        
開発の鉄人 ものづくりを語る（２０）     多喜 義彦  日経ものづくり  2006.1  (222～224) 
 －ねじって、ねじを造る－            (616)     
        
知財のキホン（１）     帖佐 隆  発明    103(1)  2006.1   (34～35) 
 －九州・久留米の街と知的財産－           
        
新たな展開みせるポイントサービス     編集部  マンスリー・レビュ  2006.1   (10～11) 
      ー     
        
＜特集＞ ＣＳＲ：従業員重視の経営 －ＣＳＲっ    山田 雄一郎  東洋経済  (6000)  2006.1.28 (100～117) 
 てそもそも何？これだけは押さえておこう、他－        ほか        
        
＜特集＞ 「兵法」のリーダーシップ －知的リー    松岡 正剛   Ｈａｒｖａｒｄ Ｂ  2006.2   (40～121) 
 ダーの肖像／規律は組織の命脈である／リーダー        ほか  ｕｓｉｎｅｓｓ Ｒ     
 の心理会計、他－     ｅｖｉｅｗ  31(2)     
        
＜特集＞ 導入企業アンケートにみる確定拠出年金    編集部  東洋経済統計月報  2006.2   (32～37) 
 実態調査 －円滑な制度運営のカギ握る継続教育           66(2)     
 －           
        
        

 (2) 経営管理        

        
        
        
                                                           

 

─ 38 ─ 



表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
＜特集＞ 管理職の役割変化と雇用関係 －数字で    大井 方子   日本労働研究雑誌  2005.12   (1～39) 
 見る管理職像の変化／管理職の雇用関係と法、他        ほか        47(12)     
 －           
        
＜特集＞ ロジスティクスのさらなる高度化を目指    小笠原 克行  ロジスティクスシス  2005.12.31 (13～39) 
 して －２００５年度ロジスティクス大賞－         ほか  テム     15(1)     
        
ＩＳＭＳ適合性評価制度の国際対応      高取 敏夫  ＪＥＩＴＡ Ｒｅｖ  2006.1    (8～14) 
 －情報セキュリティマネジメントシステム－     ｉｅｗ    7(1)     
        
＜特集＞ 情報セキュリティＭＳ、ついに国際規格    中尾 康二   アイソムズ  (124)  2006.1   (23～51) 
 化！ＩＳＯ２７００１発行でどうなる？移行と審        ほか        
 査           
        
マネジメントシステム導入「コンサルティングの事    志村 満  アイソムズ  (124)  2006.1   (70～73) 
 例から」（６０） －環境マネジメントシステム          
 －－内部監査－           
        
ＩＳＯと経営（最終回） －業種別システム作りの    長山 宏  アイソムズ  (124)  2006.1   (74～75) 
 ポイント（商社・問屋業）－           
        
中国的低価格部品選定指南（１） －日本では手に    遠藤 健治  日経ものづくり  2006.1   (76～79) 
 入らない部品も中国なら小ロットで購入できる－           (616)     
        
リーガル・リスクマネジメント連続セミナー（２）    中島 茂  リスクマネジメント  2006.1   (14～15) 
 －法務スタッフと株主代表訴訟－     Ｂｕｓｉｎｅｓｓ     
             21(1)     
        
リーガル・リスクマネジメント連続セミナー（３）    鈴木 正朝  リスクマネジメント  2006.1   (16～17) 
 －個人情報保護と利用目的管理－     Ｂｕｓｉｎｅｓｓ     
             21(1)     
        
ブランド・リスクマネジメント（１０）      千葉 尚志  リスクマネジメント  2006.1   (32～33) 
 －ブランド避難訓練でリスク発現に備える－     Ｂｕｓｉｎｅｓｓ     
             21(1)     
        
＜特集＞ 自律と多様化の時代 福利厚生制度の再    編集部 ほか  労政時報  (3669)  2006.1.13  (2～51) 
 構築事例 －４社にみる“スクラップ＆ビルド“          
 の考え方と方法－           
        
諸手当の再編・廃止の方法と実際 －成果主義賃金    高原 暢恭  労政時報  (3669)  2006.1.13  (52～71) 
 における手当の位置付けと見直し手法－           
        
改正高齢法に対応した定年後の再雇用制度事例 －    編集部  労政時報  (3669)  2006.1.13 (72～100) 
 継続雇用制度の趣旨を踏まえ、独自の再雇用基準          
 ・処遇条件を設定－           
        
海外勤務者に対する税務Ｑ＆Ａ（下） －海外勤務    岡田 義晴  労務事情 43(1090)  2006.1.15 合併  
 者の社宅使用料・一時帰国旅費・面会旅費、他－             (23～42) 
        
人材マネジメント（５）     野原 茂  労務事情 43(1090)  2006.1.15 合併  
 －期待能力像と人材育成－                       (63～65) 
        
昇格・降格制度をめぐる課題と見直しの具体策 －    寺崎 文勝  労政時報  (3670)  2006.1.27 (100～118) 
 等級システムの多様化、成果指向の下での課題と          
 対処策の実際－           
        
＜特集＞ これだけは知っておきたい 完全図解Ｉ    大浜 庄司  ＩＳＯマネジメント  2006.2    (1～51) 
 ＳＯ１４００１の基礎知識５０ －ＩＳＯ１４０           7(2)     
 ０１規格の要求事項           
        
        

 (3) 企業財務        

        
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準    秋葉 賢一  ＪＩＣＰＡジャーナ  2006.2   (25～31) 
 」について     ル      18(2)     
        
アカデミック・フォーサイト：会計基準の国際的収    橋本 尚  ＪＩＣＰＡジャーナ  2006.2   (79～86) 
 斂と日本の戦略     ル      18(2)     
        
「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準案    持永 勇一  企業会計   58(2)  2006.2   (97～101) 
 」について           
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表           題 筆  者 誌    名  
（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

 (4) 海外事情        

        
Ｔｈｅ ｃｏｍｐａｎｙ ： Ｔｈｅ ｎｅｗ   Ｈｉｎｄｌｅ，Ｔｉｍ ＴＨＥ   2006.1.21 別頁  
 ｏｒｇａｎｉｓａｔｉｏｎ     ＥＣＯＮＯＭＩＳＴ         (1～16) 
           378(8461)     
        
        
        
        
        
        

 ４. 労  働        

        

 (1) 労働一般        

        
平成１７年版労働経済白書をめぐって＜座談会＞     岩上 真珠   日本労働研究雑誌  2005.12   (62～83) 
 －－人口減少社会における労働政策の課題         ほか        47(12)     
        
実務家のための法律基礎講座（５） －就業規則－    山本 圭子  労政時報  (3667)  2005.12.9 付録  
                (2～20) 
        
なぜ名目賃金には下方硬直性があり、わが国ではそ    黒田 祥子   金融研究   24(4)  2005.12.19 (51～99) 
 の度合いが小さいのか？：行動経済学と労働市場        ほか        
 特性・マクロ経済環           
        
名目賃金の下方硬直性を巡る論点と政策含意：わが    黒田 祥子   金融研究   24(4)  2005.12.19  
 国の１９９０年代の経験を中心に         ほか          (101～132) 
        
＜特集＞ 若者の雇用問題にどう向き合うか －若    稲葉 陽二   都市問題   97(1)  2006.1   (47～88) 
 者の雇用問題を考える／経済界と「ニート」のこ        ほか        
 れから、他－           
        
政策課題：多様化する雇用への対応     第二特別調査  立法と調査  2006.1.1 別冊  
      室           (65～68) 
        
職場でのストレスとその対応     倉林 るみい  倉庫     (126)  2006.1.4  (93～102) 
        
実務家のための法律基礎講座（６） －懲戒－     丸尾 拓養  労政時報  (3669)  2006.1.13 付録  
                (2～20) 
        
２００７年問題再考－－団塊世代「一斉離職」は本    村田 裕之  エコノミスト 84(3)  2006.1.17  (84～87) 
 当か           
        
＜特集＞ ２００５年度ホワイトカラーの職種・職    編集部  労政時報  (3670)  2006.1.27  (2～22) 
 位別賃金調査 －１３職種にみる部長、課長、係          
 長クラスの最新実態           
        
職種別賃金の最新実態 －各機関調査による所定内    編集部  労政時報  (3670)  2006.1.27  (23～59) 
 ・外賃金、賞与の水準－           
        
遅れる若年雇用対策－－景気回復でも解消されない    白川 一郎  エコノミスト 84(5)  2006.1.31  (37～39) 
 ニート、フリーター問題           
        
日本のＣＳＲ（２）     衣川 真一  東洋経済統計月報  2006.2   (38～41) 
 －どこまで進んだ、従業員の非社員化－            66(2)     
        
        

 (2) 海外事情        

        
Ｓｈａｒｅ ｐｒｉｃｅｓ ａｎｄ ｔｈｅ ｖａｌｕｅ ｏｆ  Ｙａｓｈｉｖ，    ＱＵＡＲＴＥＲＬＹ   2005.11  (452～461) 
 ｗｏｒｋｅｒｓ  Ｅｒａｎ  ＢＵＬＬＥＴＩＮ     
             45(4)     
        
Ｃｏｍｉｎｇ ａｎｄ ｇｏｉｎｇ ： Ａｓ ｏｆｆ－  Ｎｅｗｍａｎ，    Ｕ．Ｓ． ＮＥＷＳ ＆   2006.1.23  (50～52) 
 ｓｈｏｒｉｎｇ ｅｖｏｌｖｅｓ， Ｉｎｄｉａｎ   Ｒｉｃｈａｒｄ Ｊ． ＷＯＲＬＤ      
 ｆｉｒｍｓ ｅｖｅｎ ｈｉｒｅ Ａｍｅｒｉｃａｎｓ     ＲＥＰＯＲＴ     
            140(3)     
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Ⅴ 関連法律篇        

        

 １. 関連法律        

        

 (1) 関連法律一般        

        
郵政民営化関連法の研究（１）     小川 幹夫  金融     (706)  2006.1   (19～32) 
        
２００６年ビジネスローの展望 －不動産登記制度    法務省民事第  ＮＢＬ    (824)  2006.1.1  (28～57) 
 の動向／電子債権（仮称）法制の整備／民事訴訟    二課  ほか        
 法等の動向、他－           
        
ヒューマン・リソース（ＨＲ）と法－－労働法最前    野田 進  ＮＢＬ    (824)  2006.1.1  (58～62) 
 線（３） －中国労働法と日系企業－           
        
＜特集＞ 銀行代理店－－改正法の概要と活用可能    金融庁信用制  金融法務事情 54(1)  2006.1.5   (9～32) 
 性 －「銀行法等の一部を改正する法律」の概要    度参事官室         
 ／新しい銀行代理店         ほか        
        
公益通報者保護法Ｑ＆Ａ（上） －公益通報者保護    大内 伸哉  労務事情 43(1090)  2006.1.15 合併  
 法の目的は何ですか／通報の目的は何ですか、他              (5～22) 
 －           
        
        

 (2) 民法関係        

        
破綻必至の主債務者のための保証における保証人の    平野 裕之  国民生活研究 45(3)  2005.12.31 (13～21) 
 救済           
        
＜特集＞ 破産・再生実務の現状と課題      山本 和彦   事業再生と債権管理  2006.1.5 冬季  
 －倒産手続における担保権の取扱い、他－         ほか         19(4)         (4～36) 
        
オーダーメイド賃貸にかかる賃料減額請求権の当否    島田 博文  不動産研究  48(1)  2006.1.10  (31～38) 
 と相当賃料額の判断           
        
ビジネス＆ロー 新しい不動産登記制度（８）     山野目 章夫  ＮＢＬ    (825)  2006.1.15  (58～66) 
        
「電子債権に関する私法上の論点整理－－電子債権    法務省民事局  金融法務事情 54(2)  2006.1.25  (8～13) 
 研究会報告書」の概要     付検事        
        
倒産手続と担保（９）      小林 信明  金融法務事情 54(2)  2006.1.25  (18～26) 
 －倒産手続における留置権－           
        
        

 (3) 商法関係        

        
会社法関係政令の公布と概要／資料：会社法制定に    編集部  商事法務  (1753)  2005.12.25  (9～36) 
 伴う関係政令           
        
新会社法の解説（１５） －組織再編行為（下）－    法務省大臣官  商事法務  (1753)  2005.12.25 (37～52) 
      房参事官ほか        
        
新会社法の特別解説     法務省民事局  商事法務  (1753)  2005.12.25 (53～63) 
 －会社法制定に伴う証券決済法制の整備（下）－    付検事 ほか        
        
２００５年商事法務ハイライト     編集部  商事法務  (1753)  2005.12.25 (72～77) 
 －新会社法の施行に向けて－           
        
新会社法の概略と若干の所感     前田 庸  金融     (706)  2006.1    (9～18) 
        
経営実務：新会社法のポイント（１）     若林 眞  調査月報（国民生活  2006.1   (22～25) 
      金融公庫）  (537)     
        
会社法関係法務省令案の論点と今後の対応＜座談会    法務省大臣官  商事法務  (1754)  2006.1.5 合併  
 ＞      房参事官ほか            (8～32) 
        
２００６年商事法務展望 －会社法・政省令の制定    法務省大臣官  商事法務  (1754)  2006.1.5 合併  
 と公布・施行／商業登記制度の現状と課題／競争    房参事官ほか           (34～95) 
 政策の展望、他－           
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発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        
新会社法の解説（１６）      法務省大臣官  商事法務  (1754)  2006.1.5 合併  
 －外国会社・雑則（上）－     房参事官ほか           (96～104) 
        
新会社法の特別解説 －新会社法の施行に伴う役員    法務省  商事法務  (1754)  2006.1.5 合併  
 等の任期・責任の取扱い－             (105～118) 
        
会社法の施行に伴う破産法・民事再生法・会社更生    法務省民事局  事業再生と債権管理  2006.1.5 冬季  
 法の改正の概要     付検事         19(4)        (84～126) 
        
特別清算手続のポイント －会社法を踏まえて－     稲田 史子  ＪＩＣＰＡジャーナ  2006.2   (68～71) 
      ル      18(2)     
        
会社法関係省令（案）の重要ポイント     弥永 真生  企業会計   58(2)  2006.2   (62～78) 
        
新会社法－－その運用のあり方を探る（６） －株    稲葉 威雄  企業会計   58(2)  2006.2  (102～107) 
 主（社員）の有限責任の処理に関する分析（２）          
 －－資本・余剰金分           
        
        

 (4) 経済法関係        

        
特許流通支援チャート     編集部  発明    103(1)  2006.1   (62～63) 
 －ドラッグデリバリーシステム－           
        
証券取引法の一部改正に伴う関係政・府令の整備     金融庁企業開  ＪＩＣＰＡジャーナ  2006.2   (64～67) 
      示課  ル      18(2)     
        
        

 (5) 国際法関係        

        

 (6) 海外事情        

        
中国ビジネス法実務最前線（７） －中国投資から    鄭 林根ほか  ＮＢＬ    (824)  2006.1.1  (64～74) 
 の撤退における戦略と投資の回収方法－           
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（巻 号）  

発行年月日  

（最初のページ～最後のページ） 
        

Ⅵ 社会・その他篇        

        

 １. 社会一般        

        

 (1) 社会一般        

        
＜特集＞ ２００５年－－わたしたちはどこへ向か    足立 幸男   ＮＩＲＡ政策研究（  2005.12   (3～95) 
 っているのか、どこまできたのか         ほか  月刊）   18(12)     
        
ＮＰＯの規模と分野の多様性に関する分析：「２０    経済産業省調  経済統計研究 33(3)  2005.12   (1～29) 
 ００年ＮＰＯ分析用産業連関表」を用いた分析     査統計部企業        
      統計室        
        
＜特集＞ 新型インフルエンザ対策について －新    厚生労働省大  厚生労働  60(12)  2005.12   (4～21) 
 型インフルエンザに対する我が国の対策、他－     臣官房参事官        
          ほか        
        
＜特集＞ 知の進展と新しいプロフェッション －    小林 信一   ２１世紀フォーラム  2005.12.1  (6～49) 
 ノンアカデミック・キャリアパスとは何か／新潟        ほか         (100)     
 大学の教育改革、他           
        
＜特集＞ 人口減少社会がやってきた！ －そこま    松谷 明彦   ガバナンス  (57)  2006.1   (19～43) 
 できている人口減少の「縮む社会」／大都市の人        ほか        
 口動向と政策転換他           
        
政策課題：少子高齢社会における政策課題     第三特別調査  立法と調査  2006.1.1 別冊  
      室           (69～72) 
        
＜特集＞ バラ色の少子・高齢化 －日本人の美意    日下 公人   ＶＯＩＣＥ  (338)  2006.2   (48～89) 
 識を磨くとき／人口減少は国力を高める／少子・        ほか        
 高齢化は怖くない－           
        
「ジャパン・クール」立国論 －日本は知的開発拠    白井 早由里  ＶＯＩＣＥ  (338)  2006.2  (202～209) 
 点として世界を引っ張る存在たれ－           
        
Ｓｔａｎｄｉｎｇ ｔａｌｌ ： Ｍｉｘｉｎｇｓ        Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ， ＴＩＭＥ  2006.1.2 合併  
 ｓｔａｔｅｃｒａｆｔ ａｎｄ ｓｔａｇｅｃｒａｆｔ，    Ｊｉｍ          166(26*27)        (66～69) 
 Ｊｕｎｉｃｈｉｒｏ Ｋｏｉｚｕｍｉ ｈａｓ …           
        
        

 (2) 海外事情        

        
フランスとドイツの家族政策と日本への含意     林 伴子ほか  経済分析   (177)  2005.12  (115～145) 
 －フランスの出生率はなぜ高いのか－           
        
＜特集＞ 混迷する仏政界と移民暴動の傷跡       山本 一郎   世界週報   87(2)  2006.1.7  (14～23) 
 －欧州左翼斜陽化の中で社会党が政権公約、他－        ほか        
        
Ｔｕｒｋｅｙ ｃｏｐｅｓ ｗｉｔｈ ｂｉｒｄ ｆｌｕ ：   Ｇｅｒｌｉｎ，    ＴＩＭＥ  2005.1.23  (26～28) 
 Ａ ｎｅｗ ｏｕｔｂｒｅａｋ ｏｆｆｅｒｓ ｔｈｅ  Ａｎｄｒｅａ  ほか       167(3)     
 ｃｈａｎｃｅ ｔｏ ｂｅｔｔｅｒ ｐｒｅｐａｒｅ…           
        
Ｂｅｓｔ ｏｆ ２００５ ： Ｔｈｅ ｂｅｓｔ ｏｆ     Ｎｕｓｓｂａｕｍ，  ＢＵＳＩＮＥＳＳ   2006.1.9 合併  
 ２００５ ／ Ｂｅｓｔ ｌｅａｄｅｒｓ ／ Ｂｅｓｔ   Ｂｒｕｃｅ   ほか ＷＥＥＫ        (74～95) 
 ｉｄｅａｓ ／ Ｂｅｓｔ ｐｒｏｄｕｃｔｓ           (3946)     
        
        
        
        
        
        

 ２. そ の 他        

        

 (1) その他一般        

        

 (2) 海外事情        
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